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第一部【企業情報】 
 

第１【企業の概況】 
 

（はじめに） 

当社は、現在に至るまで２回の商号変更と同時に、業種・業態の全く異なる事業運営会社として存続してまいり

ました。当社の前身企業であります前川産業株式会社は、鋳造物の販売を目的に昭和47年９月に設立されました。

その後、株式会社前川電気鋳鋼所の100％出資子会社を経て、平成10年９月に発行済株式の全てを株式会社ゲオへ

譲渡したことにより、株式会社ゲオ100％子会社の株式会社ゲオ企画となり、さらに１年間の休眠状態の後に、不

動産販売を目的とした株式会社ゲオエステートとして再生され現在に至っております。 

一方、現在当社が営む不動産事業は、平成14年10月より株式会社ゲオにおいて始まり、その後、平成15年９月に

同社100％出資子会社の株式会社ゲオアクティブに営業移管され、さらに平成17年４月に当社へ営業移管されまし

た。 

従って、現在の当社は、平成17年４月に株式会社ゲオアクティブの不動産部門が営業移管されたところから事業

を開始しており、いわば不動産事業の受け皿となった会社であります。 

 

     昭和47年９月         平成10年９月      平成16年４月  平成17年４月 

当社商号・ 

事業の変遷 

前川産業株式会社 

（鋳鋼品の販売） 

株式会社ゲオ企画 

（広告宣伝物の制作・販売）
（休眠）

株式会社ゲオエステート

（不動産の販売） 

 

    平成14年10月          平成15年９月           平成17年４月 

不動産販売 

事業の変遷 
株式会社 ゲ オ ⇒ 

株式会社 

ゲオアクティブ 
⇒ 株式会社ゲオエステート
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１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

売上高 （千円） 2,690,692 2,075,363 － 4,049,759 3,711,940 

経常利益又は経常損失
（△） 

（千円） 75,167 77,382 △48,498 341,036 223,276 

当期純利益又は当期純損失
（△） 

（千円） 41,163 44,200 △24,501 196,507 131,933 

持分法を適用した場合の投
資利益 

（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 10,000 10,000 10,000 495,000 499,800 

発行済株式総数 （株） 20,000 20,000 20,000 990,000 1,006,000 

純資産額 （千円） 88,628 132,828 108,327 789,835 923,368 

総資産額 （千円） 452,193 234,747 157,480 2,642,980 7,681,446 

１株当たり純資産額 （円） 4,431.44 6,641.45 5,416.39 797.81 917.86 

１株当たり配当額（うち１
株当たり中間配当額） 

（円） 
－ 

（－）
－ 

（－）
－ 

（－）
－ 

（－）
30 

（－）

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額（△）

（円） 2,058.17 2,210.00 △1,225.06 1,683.93 131.85 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 19.6 56.6 68.8 29.9 12.0 

自己資本利益率 （％） 52.7 39.9 － 43.8 15.4 

株価収益率 （倍） － － － － － 

配当性向 （％） － － － － 22.8 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

（千円） － － － △1,361,757 △4,565,017 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

（千円） － － － △8,728 △3,762 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

（千円） － － － 1,931,146 5,009,524 

現金及び現金同等物の期末
残高 

（千円） － － － 653,966 1,094,711 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
24 

（30）
７ 

（16）
－ 

（－）
７ 

（－）
６ 

（－）

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社には関連会社がないため記載しておりません。 

４．第31期から第34期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。第35期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残

高はありますが、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりませ

ん。 

５．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。 

６．第34期及び第35期については、株式会社名古屋証券取引所有価証券上場規程第３条第７項の規定に基づ

き、旧証券取引法第193条の２の規定に準じて、三優監査法人の監査を受けておりますが、第31期から

第33期については、当該監査を受けておりません。 

７．第33期は、決算期変更により平成16年４月１日から平成17年２月28日までの11ヶ月間となっております。 

８．第33期は、営業活動を行っておりませんので、売上高が発生しておりません。 

９．第33期の自己資本利益率は、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 
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２【沿革】 

当社は、平成17年４月に株式会社ゲオアクティブの不動産部門を営業移管したことにより事業を開始しており

ます。また、営業移管と同時に、社名を株式会社ゲオ企画より株式会社ゲオエステートに変更しております。 

なお、当社の前身となる企業の変遷、ならびに不動産事業の変遷は以下のとおりであります。 

 

（前身企業の変遷） 

年 月 事     項 

昭和47年９月 鋳造品の販売を目的として大阪府八尾市に前川産業株式会社を資本金300万円で設立 

平成６年12月 本店を大阪府大東市に移転 

平成７年４月 個人株主が持つ株式を大株主の株式会社前川電気鋳鋼所へ譲渡し、同社の100％子会社となる 

平成10年９月 株式会社ゲオに発行済株式の全てを譲渡し、同社の100％子会社となる 

株式会社ゲオ企画に商号変更し、本店を愛知県半田市に移転 

ゲーム・ビデオ・音楽ソフト等のショップ運営事業を開始 

平成12年３月 ショップ運営事業より撤退し、株式会社ゲオ向け広告宣伝物・販売促進物の制作・販売を開始 

本店を愛知県春日井市に移転 

平成16年４月 広告宣伝物、販売促進物の制作・販売事業など全事業を株式会社ゲオへ移管し、以降は休眠 

会社となる 

 

（当社不動産事業の変遷） 

年 月 事     項 

（営業移管前） 

平成14年10月 

 

株式会社ゲオ 社長室不動産事業部において不動産事業を開始 

愛知県名古屋市にて分譲マンション３物件のマネジメントを開始 

平成15年４月 愛知県名古屋市にて新築マンションの企画販売マネジメントを開始 

平成15年８月 石川県金沢市・富山県富山市にて分譲マンションのリセール事業を開始 

平成15年９月 不動産事業を株式会社ゲオエステート（現株式会社ゲオアクティブ）に営業移管 

平成16年２月 宮城県仙台市にて分譲マンションのリセール事業を開始 

平成17年４月 株式会社ゲオエステートから株式会社ゲオアクティブに商号変更 

同時に不動産事業を株式会社ゲオ企画へ営業移管 

（営業移管後） 

平成17年１月 

 

株式会社ゲオ企画において不動産事業を開始すべく、定款の目的を変更。 

同時に本店を愛知県名古屋市千種区に移転 

平成17年４月 株式会社ゲオ企画から株式会社ゲオエステートに商号変更 

株式会社ゲオアクティブの不動産事業を移管し事業を開始 

宅地建物取引業免許を取得（愛知県知事登録(１)第20216号） 

平成17年４月 千葉県千葉市にて分譲マンションのリセール事業を開始 

平成17年10月 大阪府大阪市にて分譲マンションのデベロップメント事業（共同開発）を開始 

平成17年11月 北海道札幌市にて分譲マンションのデベロップメント事業を開始 

平成18年３月 三重県いなべ市にて宅地開発のデベロップメント事業を開始 

平成18年11月 熊本県熊本市にて開発型特別目的会社（ＳＰＣ）による商業施設デベロップメント事業 

（共同開発）を開始 

平成19年３月 神奈川県横浜市にて商業施設のリセール事業（共同事業）を開始 

平成19年５月 東京都港区にてインベストメント事業を開始 
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３【事業の内容】 

当社は、「不動産の活性化を追求し、新たな価値を創造してまいります」を経営理念に掲げ、不動産のコー

ディネート＆マネジメントに特化した企画開発・販売事業を行っております。 

具体的には提携先、取引先および親会社より入手する不動産情報を精査し、不動産価値の最大化を図るための

企画立案、事業収支計画およびリスク分析を行ったうえで、事業収益の見込める開発用地や物件を購入し、事業

化を進めています。また、事業の遂行に必要な設計、施工、販売などの業務を外部の信頼ある企業へ委託する方

法をとっており、当社は事業遂行に有効なパートナーの選定をはじめとする事業スキームのコーディネート、な

らびに円滑な事業遂行を図るためのマネジメント業務を行っております。このように事業のコーディネート＆マ

ネジメント業務に特化することにより、経営の効率化を図るとともに市場のニーズに合致した商品提供を可能に

しております。 

 

当社は事業暦が浅く、まだ事業分野を特定するに至っていないことから、現在のところ事業のセグメントを有

しておりませんが、今日までに手がけた事業や現在進行中の事業等を勘案した場合、当社の事業は「デベロップ

メント事業」、「リセール事業」、「インベストメント事業」に区分されるとともに、各事業におけるアイテム

は以下のようになります。 

(1) デベロップメント事業 

  ①法人・個人向けマンション開発 

  ②法人・個人向け宅地開発 

  ③リート・ファンド向け商業施設開発 

(2) リセール事業 

  ①法人・個人向けマンション買取再販 

  ②リート・ファンド向け商業施設リノベーション 

  ③リート・ファンド向け商業施設コンバージョン 

(3) インベストメント事業 

  ①プロジェクト事業出資 

  ②特別目的会社（ＳＰＣ）出資 

  ③ソリューション等 

 

(1) デベロップメント事業 

デベロップメント事業は、当社が潜在価値を引き出すことが可能な開発用地を取得し、物件ごとに地域特性や

立地環境に最適な企画を付加し、分譲マンションや商業施設の開発または宅地開発を行うものであります。なお、

当該事業は、パートナー企業との共同事業方式を取ることもあります。 

不動産コーディネート＆マネジメント 

[デベロップメント事業] 

マンション開発 

宅 地 開 発 

商業施設開発 

[インベストメント事業] 

プロジェクト事業出資 

ＳＰＣ事業出資 

ソリューション等 

[リセール事業] 

マンション買取再販 

商業施設リノベーション 

商業施設コンバ－ジョン 
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(2) リセール事業 

リセール事業のうち分譲マンションについては、他のデベロッパーが開発した物件を１棟または区分所有で購

入し、当社の主力とするコーディネートやマネジメントノウハウを活用して、物件の付加価値向上を図るととも

に、効率的・効果的な販売手法を検討し、再販するものであります。 

商業施設の場合は、リノベーション（改修）またはコンバージョン（用途変更）することによって建物の機能

を大幅に刷新し、魅力的な物件に仕上げた後に不動産ファンドやリート向け等に売却するものであります。 

(3) インベストメント事業 

インベストメント事業は、他社が組成した不動産ファンドへの事業出資や特別目的会社（ＳＰＣ）への事業出

資を行い、利益配当を受けるものでありますが、これには資金提供だけでなく各事業を通じて培ったノウハウを

もとにアドバイザリー業務などを行う場合もあります。また、不動産ビジネスのネットワークによって収集した

情報と不動産事業者等からの依頼を選別・調整し、事業用不動産の仲介や債権処理を行うソリューション業務な

ども当該事業に含んでおります。 

 

当社が現在までに手がけたデベロップメント事業およびリセール事業の主な事業アイテムにおける事業系統の

概要は、以下のとおりです。 

 

Ａ．マンション開発 

この事業アイテムは、当社が事業主となり分譲マンションを企画開発・販売するものであります。 

開発物件については、規格化された画一的なものとはせず、地域毎のマーケティング情報に基づき、個別物件

毎に顧客ニーズを反映したコンセプトを打ち出して企画開発を推進し、「エスポア」ブランドのマンションとし

て展開しております。販売先は、エンドユーザに個別分譲する場合と法人向けに一棟売りする場合などがありま

す。 

≪自社開発分譲マンションの系統図≫ 
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Ｂ．宅地開発 

この事業アイテムは、購入する土地の中で戸建分譲等に適した物件について、宅地造成のみを行い、販売する

ものであります。販売先は、業者へ一括卸売りを行う場合とエンドユーザに個別分譲する場合とがあります。 

 ≪宅地開発の系統図≫ 

 

 

Ｃ．商業施設開発（共同開発事業の場合） 

この事業アイテムは、当社と他のデベロッパーが共同事業主となって、商業施設の新規開発、リノベーション

およびコンバージョンを行うものであります。この中で当社は、共同事業主とともにプロジェクトマネジメント

および事業資金投資等を行っております。共同開発することでお互いの持つ強みを活かした相乗効果を得られる

だけでなく、事業投資が半減することでリスクも軽減されます。 

 

 ≪商業施設開発事業の系統図≫ 
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Ｄ．商業施設（特別目的会社を利用する場合） 

この事業アイテムは、商業施設の開発事業において特別目的会社（ＳＰＣ）を利用して土地を購入し、商業

施設を建設後、信託受益権として他のＳＰＣまたは事業運営会社へ一括売却するものです。当社は、匿名組合

への出資およびアセット・マネジメント業務を行い、商業施設を売却後に利益配当を受けるものであります。 

 

 ≪商業施設開発（特定目的会社を利用する場合）の系統図≫ 

 

 

Ｅ．マンション買取再販 

この事業アイテムは、他の不動産デベロッパーが開発した分譲マンションを当社が一棟もしくは販売中の物

件は売れ残っている住戸を区分所有で購入し再販するものであります。物件の選定にあたっては、価格・立地

条件・周辺環境・購入条件等を確認・調査するとともに、事業採算を検証したうえで購入の是非を判断してお

ります。 

≪買取再販分譲マンションの系統図≫ 
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４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業の内容 

議決権の 
被所有割合 

(％) 
関係内容 

（親会社）     

株式会社ゲオ 愛知県春日井市 8,552
ＤＶＤ、ＣＤ、ゲーム、
書籍等のレンタル、リサ
イクル、販売他 

83.7 役員の兼任４名 

 （注）株式会社ゲオ（親会社）は、有価証券報告書を提出している会社であります。 

 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

  平成20年１月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

７ 38.5 2.6 7,102,143 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．当社は年俸制を採用しており、平均年間給与には、賞与及び基準外賃金等を含んでおります。 

 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

 



 

－  － 
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第２【事業の状況】 
 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

第35期事業年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

当事業年度における日本経済は、米国景気の先行き不透明感や原油価格の高騰・高止まりなどのマイナス

要因はあるものの、企業収益の改善に伴う設備投資の増加、ならびに円安を背景とした輸出の拡大により、

景気は底堅く順調に拡大を続けてまいりました。 

不動産業界におきましては、首都圏を中心とした「地価上昇」「賃料上昇」「マンションブーム」の三つ

の追い風を背景にマンション販売が活況を呈するとともに、一方で新規大量供給されたマンションの影響で

空洞化しつつある中古マンションへの投資が活発化するなどの動きも出てまいりました。また、不動産投資

分野では、ＳＰＣ法や改正投資法の施行などの証券化に係るインフラの確立、不動産の小口かつ多様な金融

商品化による投資家の拡大、収益性をベースとした不動産価格形成の確立等により不動産投資市場が急拡大

し、当該金融商品を扱う企業による過当競争が激化しております。 

このような状況の下、当社は自社開発マンションや買取再販マンション等の販売に注力するとともに、翌

３ヵ年を見据えた事業用地の確保や時代に合致する商品企画に重点を置き、新規大型・中型マンション用地

取得や商品企画を進めてまいりました。さらに、新たな取り組みとして、開発型特別目的会社（ＳＰＣ）へ

の投資・共同開発事業に着手するなど、事業アイテムの拡大に向け積極的に事業展開してまいりました。 

当事業年度におきましては、デベロップメント事業として自社開発マンション２棟41戸、宅地開発２物件

38区画およびマンション販売代理１棟13戸、リセール事業として買取再販マンション３棟76戸を販売・引渡

した結果、売上高3,711,940千円（前期比8.3％減）、経常利益223,276千円（同34.5％減）、当期純利益

131,933千円（同32.9％減）となりました。 

 

第36期中間会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年８月31日） 

当中間会計期間における日本経済は、世界的な金利上昇の動きや原油を始めとした原材料価格の高騰など

の景気減速懸念がありましたが、好調な企業業績を背景に設備投資の増加、雇用情勢の改善による個人消費

の回復など民間需要を中心に底堅く成長を続けております。 

不動産業界におきましては、三大都市圏を中心としたマンション需要が高い水準を維持し、また不動産投

資信託などの不動産投資市場も堅調に推移しております。また、一方で不動産ファンドによる積極的な資金

投入を背景に、仕入競争の激化に伴う地価上昇傾向が強まってまいりました。 

このような状況の下、当社は自社開発マンションや買取再販マンション等の販売に注力するとともに、複

合商業施設のリノベーションやインベストメント事業など、引き続きアイテムの拡大に向け、新たな事業に

挑戦してまいりました。 

当中間会計期間におきましては、デベロップメント事業として自社開発マンション１棟62戸、宅地開発３

物件14区画、リセール事業として買取再販マンション２棟38戸を販売・引渡した結果、売上高3,974,740千円、

経常利益152,131千円、中間純利益88,648千円となりました。 

 

 



 

－  － 
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(2）キャッシュ・フローの状況 

第35期事業年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は1,094,711千円となり、前事業

年度末の653,966千円より440,744千円の増加となりました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであ

ります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果減少した資金は、4,565,017千円（前期は1,361,757千円の減少）となりました。これは事業

が順調に推移し、税引前当期純利益が223,276千円となったものの、翌事業年度以降の事業拡大に向けての販

売用不動産および仕掛販売用不動産の在庫手当を行ったことにより、たな卸資産が2,138,847千円と大幅に増

加したもの、ならびに匿名組合への出資金によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果減少した資金は、3,762千円（前期は8,728千円の減少）となりました。これは本社事務所増

床に伴なう敷金・保証金への支出であります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果増加した資金は、5,009,524千円（前期は1,931,146千円の増加）となりました。これは事業

用地仕入資金および匿名組合への出資金等にかかる短期借入金の純増額4,350,000千円および長期借入金の借

入650,000千円、新株発行による収入9,524千円があったことによるものです。 

 

 

第36期中間会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年８月31日） 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は591,665千円となりまし

た。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、減少した資金は1,701,853千円であります。これは主に翌事業年度以降の事業拡大に向け

ての販売用不動産および仕掛販売用不動産の在庫手当を行ったため、たな卸資産が2,189,561千円増加したこ

とによるもの、ならびにインベストメント事業への出資として200,000千円を支出する一方で、匿名組合への

出資金のうち440,000千円を回収したことによるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、減少した資金は89,166千円であります。これは主に投資有価証券の取得による支出であり

ます。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、増加した資金は1,287,975千円であります。これは事業用地の仕入資金等にかかる短期借

入金の純増額800,000千円および長期借入金の増加額350,000千円等によるものであります。 

 

 

 

 

 



 

－  － 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当社は、不動産のコーディネート＆マネジメントに特化した企画開発・販売事業を行っており、生産実績を

定義することが困難であるため、生産実績は記載しておりません。 

 

(2）受注状況 

当社は、受注生産を行っていないため、受注実績は記載しておりません。 

 

(3）販売実績 

当社は事業のセグメントを有しておりませんが、第35期事業年度および第36期中間会計期間の販売実績を区

分しますと、次のとおりであります。 

事業部門別 
第35期事業年度 

自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日 

前年同期比（％）
第36期中間会計期間 

自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日

デベロップメント事業（千円） 1,332,020 1,096.7 2,851,667 

リ セ ー ル 事業（千円） 2,376,766 60.6 1,121,018 

インベストメント事業（千円） － － － 

そ   の   他（千円） 3,153 44.6 2,055 

   合 計  （千円） 3,711,940 91.7 3,974,740 

 （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 

 

３【対処すべき課題】 

当社をとりまく環境は、これまで国内景気の回復基調に支えられ、マンションやオフィスビル等の建築物供給

は大都市圏を中心に順調に推移してまいりましたが、一方で地価の上昇による開発用地の取得難、建築資材等の

値上がり、金利の上昇傾向、改正建築基準法による建築確認の長期化、さらには米国の低所得者向け高金利住宅

融資（サブプライムローン）問題に伴う金融市場や不動産投資市場の混乱など、懸念材料が増してまいりました。 

これらのマイナス要因も市場メカニズムの中で一定規模までは吸収されるものと思われますが、他の業界同様

に不動産業界におきましても再編淘汰の動きは出てくるものと予想されます。 

このような市場環境の下、当社は不動産のコーディネート＆マネジメントに特化したビジネスモデルを追求し、

さらなる事業アイテムの拡大やビジネスパートナーの構築に注力し、市場環境がどのように変化しても、これを

柔軟に対応できる事業の選択と集中、そしてリスクとリターンのバランスを勘案した投資バランスを的確に行い、

さらに強固な経営基盤を確立するとともに、事業拡大のための資本の増強や資金調達力の強化、ならびに内部管

理体制の充実を図るための人材育成・増強に努め、業績の向上に邁進してまいります。 

 



 

－  － 
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４【事業等のリスク】 

 当社の経営成績および事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性があると考えられる主な事項には、次のようなものがあります。 

 なお、当社ではこれらリスクの発生の可能性を認識したうえで、発生の回避および発生した場合の対応に最大

限努める方針ですが、本項目の記載は、当社の事業または本株式の投資に関するリスクの全てを網羅するもので

はありませんので、予めご留意願います。 

 なお、文中の将来に関する事項は、提出日現在において当社が判断したものであります。 

 

(1) 法的規制について 

 当社の属する不動産業界における不動産取引については、「国土利用計画法」「宅地建物取引業法」「建築

基準法」「都市計画法」等の法的規制があります。当社は、宅地建物取引業者として宅地建物取引業者免許

（免許番号：愛知県知事(１)第20216号 有効期間（平成17年３月29日から平成22年３月28日まで））の交付

を受け、不動産の企画開発・販売事業を行っております。今後、これらの規制の改廃や新たな法的規制が設け

られる場合、または、何らかの理由により免許の取消等があった場合は、当社の主要な事業活動に支障をきた

すとともに業績に重大な影響を与える可能性があります。 

 

 ①改正建築基準法について 

平成17年11月に国土交通省より公表された構造計算書偽装事件の教訓を踏まえ、建築物の安全・安心の確

保を目的に平成19年６月20日に建築確認・検査の厳格化を柱とする改正建築基準法が施行されました。これ

により構造計算適合性判定制度の導入、確認審査等に関する指針およびそれに基づく審査の実施等により、

建築確認手続き方法が変わりました。その後、平成19年11月14日に建築基準法施行規則の一部改正が行われ

ましたが、今後も同法および施行規則等の改正が行われ、当社の開発計画の変更を余儀なくされた場合は、

業績に重大な影響を与える可能性があります。 

 

 ②金融商品取引法の施行について 

  平成18年６月７日に「証券取引法の一部を改正する法律」が成立しており、開示書類の虚偽記載・不公正

取引の罰則強化、公開買付制度・大量保有報告制度等、緊急性の高い項目から順次施行され、平成19年９月

30日に「金融商品取引法」が施行されました。 

信託受益権や匿名組合持分法については、みなし有価証券として同法の適用対象となるため、当社は信託

受益権販売業者の登録申請手続きを行っております。今後予定される政令等につきましても内容に従って適

時適切な対応をしてまいります。 

 

(2) 不動産市況、金利動向等の影響について 

 不動産業は、景気動向、金利動向および住宅税制等の影響を受けやすいため、景気見通しの悪化や大幅な金

利の上昇、税制の変化等が発生した場合には、当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

また、経済情勢の変化により、事業用地の購入代金、建築費等の上昇、ならびに供給過剰により販売価格が大

幅下落した場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(3) 業暦が浅いことについて 

 当社の不動産事業の開始は平成17年４月からであり、実質的な業暦は３年未満と浅く、期間業績の比較を行

うための十分な実績数値が得られません。ゆえに、過年度の財政状態および経営成績から当社の今後の売上高、

利益等の成長を判断するには不十分な面があります。 
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(4) 小規模組織であることについて 

 当社は本書提出日現在、取締役６名、監査役３名、従業員７名の小規模組織であり、内部管理体制も当該組

織の規模に応じたものになっております。今後の業容拡大に合わせて内部管理組織の一層の充実を図っていく

方針でありますが、人材の確保や管理体制の構築が順調に進まなかった場合は、当社の事業展開に影響を及ぼ

す可能性があります。また、現状は役職員一人一人の能力に依存している面があり、役職員に何らかの業務遂

行上の支障が生じた場合、あるいは役職員が社外へ流出した場合には、当社業務に支障を来たす可能性があり

ます。 

 

(5) 代表取締役への依存度について 

 当社の代表取締役である石川英樹は、当社の不動産事業開始以来の推進者であり、経営方針や事業戦略の決

定ならびに事業スキームの構築において重要な役割を果たすとともに、同氏の知識・経験ならびに人脈が当社

経営に大きな影響を及ぼしております。 

 当社では、今後の事業拡大とともに同氏に過度に依存しない体制の構築に努めておりますが、そのような体

制構築前に何らかの要因により同氏の業務執行が困難となった場合には、当社の業績および事業展開に影響を

及ぼす可能性があります。 

 

(6) 有利子負債への依存度について 

 当社では、不動産の取得資金および建設資金の調達を主に金融機関からの借入金によって調達しているため

総資産に対する有利子負債の割合が他業種に比べて高い水準にあります。今後は、資金調達手段の多様化に取

り組むとともに自己資本を充実し、借入依存度を下げることに注力してまいりますが、金融情勢の変化等によ

り市場金利が上昇した場合には、当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(7) 販売用不動産（土地等）の仕入について 

 当社の不動産販売事業は、土地（買取再販物件については建物含む）の仕入の成否が業績に重要な影響を及

ぼします。土地等の仕入情報は、不動産業者、建設業者、設計事務所、金融機関、ならびに当社グループ会社

などから入手し、価格・立地条件・周辺環境・権利関係・購入条件等を確認・調査するとともに、事業プラン

を作成して事業採算を検証したうえで購入の是非を判断しております。しかしながら、良質・安価な不動産の

不足や同業他社との競合等により土地等の仕入が計画通りに実施できなかった場合や、突発的な市況の変化、

購入者の購入意欲の低下などによる販売が計画通りに実施できなかった場合は、当社の業績に悪影響を与える

可能性があります。 

 

(8) 業務委託について 

 当社は、デベロップメント事業において設計、建設工事、販売業務等をそれぞれ設計会社、建設会社、販売

会社等に業務委託しております。この方法により、当社は事業遂行に伴う固定的なコストを抑制できるほか、

委託先が持つノウハウや情報を有効に活用できるものと考えておりますが、委託先との取引条件、取引関係等

に変化が生じた場合には、当社の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、建築工事委託先の選定にあたっては施工能力、施工実績、財務内容、市場の評価等を総合的に勘案し

たうえで行っており、工事着工後においても、品質・工程管理のため当社社員が随時委託業者との会議に参加

して進捗確認を行うとともに、当社の要求する品質や工期に合致するよう、工程毎の監理を行っておりますが、

委託先が経営不振に陥った場合や物件の品質に問題が発生した場合は、計画に支障をきたす可能性があり、そ

の場合は、当社の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(9) 不動産引渡し時期等による業績の変動について 

 当社の売上計上基準は、物件の売買契約を締結した時点ではなく、購入者へ物件を引渡した時点で売上を計

上する引渡基準としております。そのため、四半期毎に当社の業績をみた場合、物件の引渡し時期や規模によ

り、売上高や利益が変動するため、月毎あるいは四半期毎の業績が大きく変動する可能性があります。また、

天災その他予想し得ない事態による建築工期の遅延、不測の事態により引渡し時期が遅延した場合は、当社の

業績が変動する可能性があります。 
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(10) 瑕疵担保リスクについて 

 当社は、デベロップメント事業における建設工事を外部の建設工事業者に委託するとともに、国の定める第

三者評価機関による「設計住宅性能評価書」および「建設住宅性能評価書」を全物件に対して取得し、品質お

よび安全の確保に努めております。 

 また、当社は財団法人住宅保証機構による住宅性能保証制度の登録業者となっており、平成18年度以降に着

工した自社開発の分譲マンションは、全て住宅性能保証制度に登録しております。住宅性能保証制度に登録し

たマンションは、財団法人住宅保証機構の定める「性能保証住宅設計施工基準」に適合しているかどうかの現

場検査に合格し、保証住宅として登録されると、新築住宅に10年間義務付けられている瑕疵（構造耐力上主要

な部分、または雨水の浸入を防止する部分）について登録業者（当社）による保証が行われます。また、当社

の保証の履行をより確実なものとするため、財団法人住宅保証機構が付保した保険により、補修費用の95％が

保証金として当社に支払われます。 

 

(11） 構造計算偽装問題について 

 構造計算偽装問題は、大きな社会問題となっており、不動産業界全般に対する不信感の高まりは否定できず、

今後新たな構造計算書偽装問題が発生した場合は、さらに問題が深刻化する可能性もあります。これに伴い不

動産に対する投資意欲の減退やマンション販売動向の悪化等が当社の事業展開に影響を及ぼす可能性がありま

す。また、構造計算偽装問題に対応した法令の改正や新たな制度の導入等により、その対応のためのコストが

増加し、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(12) 土壌汚染等の対策について 

 当社は事業用地を仕入れる場合には、土壌汚染や地中埋設物等による建築スケジュールへの影響を回避する

ために必要に応じて土壌調査を行い、売買契約書においては土壌汚染があった場合の対策費用を売主負担とし

ております。しかしながら、使用履歴上は問題ない土地であっても購入後または分譲後に近隣地域から土壌汚

染物質が流入するなど土壌汚染問題が発生し、当社が予期しないかたちで土壌汚染対策が求められた場合は、

事業化スケジュールの遅延が生じ、もって当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(13) 新株予約権（ストック・オプション）について 

 当社は、当社の役員および従業員に対して、業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的としてストッ

ク・オプション制度を導入し、インセンティブを付与しております。当該新株予約権は、旧商法第280条ノ20

および第280条ノ21の規定に基づき平成18年２月14日開催の臨時株主総会、ならびに会社法第239条に基づき平

成18年５月25日開催の定時株主総会において、それぞれ決議されたものであります。現在付与しているストッ

ク・オプションが行使された場合、当社株式の価値は希薄化する可能性があります。 
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（14）関係会社について 

 当社は、株式会社ゲオを中心とする企業グループに属しております。当グループでは各企業別に事業領域を明

確に区分し、平成20年１月31日現在では以下のようになります。 

 

   ㈱ゲオイエス ㈱ゲオリークル ㈱ゲオグローバル

   ㈱ゲオナイン ㈱ゲオエブリ ㈱ゲオシティ 

   

ゲオショップ店舗
運営事業 

㈱ゲオステーショ
ン 

㈱ゲオアクティブ ㈱ベストゲオ 

  

メディア事業 

商品ＦＣ本部流通
事業 

㈱ゲオサプライ 
㈱イーネット・フ
ロンティア 

 

  
㈱ゲオ 

  

アミューズメン
ト事業 

アミューズメント
施設運営事業 

㈱スガイ・エンタテインメント  

     
   

不動産事業 不動産販売 ㈱ゲオエステート
  

   
フィットネスクラ
ブ・ネットカフェ
運営事業 

㈱ゲオフロンティ
ア 

ビッグバンスポー
ツ㈱ 

 

   卸売事業 ㈱アムス   

   

その他事業 

その他 ㈱スパイキー 
㈱ゲオウェブサー
ビス 

㈱スリーワイ 

        

   
総合リサイクル
ショップ運営 

㈱フォー・ユー  

   ＦＣ事業 ㈱ティー・アンド・ジー  

   

持分法適用会社 

ＥＣ・モバイル関
連事業 

㈱リテールコム  

       
 

当社は株式会社ゲオグループに属しながら当社の特色を生かした独自の経営を目指しておりますが、当グルー

プの方針によっては当社の事業及び業績が影響を受ける可能性があります。 

   また、当社と当グループ企業の間には遊休不動産の有効活用を目的とした不動産の仕入取引があります。さら

に、当社の信頼度向上や当社知名度向上などを目的として、当社販促物に株式会社ゲオの社名およびロゴマーク

を必要に応じて使用するため、株式会社ゲオの商標使用契約を締結しております。 

   なお、第35期（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日）の取引関係は以下のとおりであります。 

 

   親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属 性 会社等
の名称 

住 所 
資本金又 
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（%） 役員の

兼任等
事業上
の関係

取引の 
内容 

取引金額
（千円） 

科目
期末残高
（千円）

－ 
仲介 
手数料 

840 － － 

商標権
の使用

使用料 2,800 － － 
親会社 ㈱ゲオ 

愛知県 

春日井市
8,552,438 

DVD 、 CD 、
ゲーム、書
籍等のレン
タル、リサ
イクル、 
販売他 

(被所有) 
直接98.4 

兼任 
４名 

－ 支払利息 10,524 － － 

（注）１ 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

    ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引条件については、当社と関連を有しない他の当事者との取引と同様の条件であります。 

      商標権の使用料については、両者協議のうえ価格を決定しております。 

      借入金の金利は市場金利を勘案して、決定しております。 
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兄弟会社等 

関係内容 

属 性 会社等の
名称 

住 所 
資本金又
は出資金
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等 
の所有 
（被所有）
割合（%）

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の 
内容 

取引金額
（千円） 

科目
期末残高
（千円）

㈱スガイ・ 
エンタテイ
ンメント 

札幌市中央区 948,775 

映画館、ボウ
リング場、
ゲームセン
ター等の運営

なし － － 
販売用土
地の購入 

619,989 － － 

親会社の
子会社 

㈱スリー
ワイ 

名古屋市 
熱田区 

10,000 
生鮮食料品
スーパーの
経営 

なし 
兼任 
１名 

－ 
販売用土
地の購入 

65,211 － － 

（注）１ 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２ 取引条件及び取引条件の決定方針 

     取引条件については、当社と関連を有しない他の当事者との取引と同様の条件であります。 

 

５【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 
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７【財政状態及び経営成績の分析】 

第35期事業年度および第36期中間会計期間の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

なお、文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。 

 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この財務諸表の作成に当たり、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額並

びに開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて過去の実績や現状

等を勘案し合理的に判断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと

異なる場合があります。 

(2) 財政状態の分析 

第35期事業年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

（流動資産） 

当事業年度末の流動資産の残高は5,262,791千円となり、前事業年度に対して2,635,044千円の増加となり

ました。現金及び預金は、営業活動によるキャッシュ・フローで4,565,017千円の支出、投資活動による

キャッシュ・フローで3,762千円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローで5,009,524千円の収入となり、

前事業年度に対して440,744千円増加の1,094,711千円となりました。 

たな卸資産は、来期以降の業績拡大に向けて販売用不動産及び仕掛販売用不動産の在庫手当を行ったこと

から前事業年度に対して2,138,847千円増加の3,890,185千円となりました。 

（固定資産） 

当事業年度末の固定資産は、主に匿名組合へ2,400,000千円を出資したことにより、前事業年度に対して

2,403,421千円増加の2,418,654千円となりました。 

（流動負債） 

当事業年度末の流動負債は、事業用不動産の購入に伴う短期借入金の増加4,350,000千円等により、前事

業年度に対して4,249,194千円増加の6,102,340千円となりました。 

（固定負債） 

当事業年度末の固定負債は、事業用不動産の購入に伴う長期借入金650,000千円等があり、当事業年度末

の残高は655,737千円となりました。 

（純資産） 

当事業年度末の純資産の合計は、第三者割当による新株発行により9,600千円増加したこと等により、

923,368千円となりました。 

 

  第36期中間会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年８月31日） 

(流動資産） 

   当中間会計期間末における流動資産の残高は、前事業年度末に対して1,721,400千円増加の6,984,192千円

となりました。主な増加要因としましては、販売用不動産及び仕掛販売用不動産が2,189,561千円増加した

ことによるものであります。 

（固定資産） 

  当中間会計期間末における固定資産の残高は、前事業年度末に対して151,124千円減少した2,267,530千円

となりました。主な減少要因としましては、匿名組合からの出資金の回収等により投資有価証券が368,700

千円減少したことによるものであります。 

（流動負債） 

  当中間会計期間末における流動負債の残高は、前事業年度末に対して986,506千円増加した7,088,847千円

となりました。主な増加要因としましては、事業用不動産の購入に伴う短期借入金が800,000千円増加した

ことによるものであります。 

（固定負債） 

  当中間会計期間末における固定負債の残高は、前事業年度末に対して355,957千円増加した1,011,694千円

となりました。主な増加要因としましては、事業用不動産の購入に伴う長期借入金が350,000千円増加した

ことによるものであります。 
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(18) ／ 2008/02/15 19:46 (2008/02/15 19:46) ／ 000000_00_030_wk_08447846／第２事業／os2ゲオエステート／１の部.doc 

18

（純資産） 

 当中間会計期間末における純資産の残高は、前事業年度末に対して227,812千円増加した1,151,180千円と

なりました。主な増加要因としましては、第三者割当増資による新株発行により資本金が169,600千円増加

しております。 

(3) 経営成績の分析 

第35期事業年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

（売上高、売上総利益） 

当事業年度の売上高は、前事業年度に対して337,818千円減少の3,711,940千円となりました。売上高減少

の主な要因は、これまでリセール事業を中心に事業展開していましたが、当事業年度よりデベロップメント

事業に経営資源の投下を傾注し、再販物件の購入を控えたことによるものであります。また、翌３ヵ年を見

据えて事業用地の確保や事業企画に特化してまいりました。 

 この結果、リセール事業における買取再販マンションは、前事業年度147戸の引渡しに対し、当事業年度

は76戸と大幅に減少しましたが、デベロップメント事業については自社開発マンション（共同開発を含む）

41戸、宅地開発38区画、マンション販売代理13戸を引渡し、売上高3,711,940千円を計上しました。 

売上総利益は、売上高の減少および買取再販分譲マンションの利益率が下がったことから、前事業年度に

対し246,798千円減少の694,896千円となり、売上総利益率も4.6ポイント減少の18.7％となりました。 

（販売費及び一般管理費） 

販売費及び一般管理費は、内部体制構築に伴う人員増による人件費の増加があったものの、費用計上され

る販売手数料や広告宣伝費が減少したことから、前事業年度に対して127,103千円減少の447,926千円となり

ました。 

（営業利益） 

営業利益は、前事業年度に対して119,694千円減少の246,969千円となり、売上高営業利益率は6.6％と前

事業年度に対して2.5ポイント悪化しました。 

（営業外収益・費用および経常利益） 

営業外収益は、当事業年度は消費税の免税事業者のため消費税等免税益として21,005千円を計上したこと

等により、前事業年度に対して23,677千円増加し、25,153千円となりました。営業外費用は、主に支払利息

が増加したことにより21,742千円増加の48,846千円となりました。この結果、経常利益は前事業年度に対し

て117,759千円減少の223,276千円となりました。 

（税引前当期純利益） 

前事業年度は特別損失が8,558千円ありましたが、当事業年度は発生しておりません。この結果、税引前

当期純利益は、前事業年度に対して109,201千円減少の223,276千円となりました。 

（当期純利益） 

税引前当期純利益から法人税等の税負担を加減算した当期純利益は、前事業年度に対して64,573千円減少

の131,933千円となり、売上高当期純利益率は1.3ポイント悪化の3.6％となりました。 

 

第36期中間会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年８月31日） 

（売上高、売上総利益） 

当中間会計期間におきましては、デベロップメント事業として自社開発マンション「エスポアシティ月寒

中央」１棟62戸および長崎市立岩町、名古屋市守山区、仙台市宮城野区の宅地開発３物件14区画、リセール

事業として買取再販マンション２棟38戸を販売・引渡した結果、売上高は3,974,740千円となりました。 

 また、当中間会計期間の売上総利益は505,536千円となり、売上総利益率は12.7％となりました。 

（販売費及び一般管理費） 

 当中間会計期間の販売費及び一般管理費は、293,009千円となりました。 

（営業外収益） 

 当中間会計期間の営業外収益は、前事業年度に対して消費税等免税益が発生しないため1,451千円となり

ました。 

（営業外費用） 

 当中間会計期間の営業外費用は、前事業年度に対して借入金の増加による支払利息の増加により61,847千

円となりました。 



 

－  － 
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（税引前中間純利益） 

当中間会計期間の税引前中間純利益は、152,131千円となりました。 

（中間純利益） 

当中間会計期間の中間純利益は、88,648千円となりました。 

 

（4）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

第35期事業年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

（キャッシュ・フロー） 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、税引前当期純利益が計上さ

れ、借入金及び新株発行による資金調達を行いましたが、たな卸資産が増加した結果1,094,711千円となり、

前事業年度末の653,966千円より440,744千円の増加となりました。なお、営業活動、投資活動、財務活動別

の詳細につきましては、次のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、4,565,017千円（前期は1,361,757千円の減少）の減少となりまし

た。これは事業が順調に推移し、税引前当期純利益が223,276千円となったものの、翌事業年度以降の事業

拡大に向けての販売用不動産および仕掛販売用不動産の在庫手当を行ったことにより、たな卸資産が

2,138,847千円と大幅に増加したもの、ならびに匿名組合への出資金によるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、3,762千円（前期は8,728千円の減少）の減少となりました。これ

は本社事務所増床に伴なう敷金・保証金への支出であります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、5,009,524千円（前期は1,931,146千円の増加）の増加となりまし

た。これは事業用地仕入資金および匿名組合への出資金等にかかる短期借入金の純増額4,350,000千円およ

び長期借入金の借入650,000千円、新株発行による収入9,524千円があったことによるものです。 

（資金需要） 

当社の資金需要は、販売用不動産及び仕掛販売用不動産等の開発用不動産に関わるものであり、主に金融

機関からの借入により調達しております。 

（財務政策） 

 当社は現在、運転資金につきましては、主に金融機関からの借入により資金調達することとしており、当

事業年度末現在、短期借入金及び長期借入金の残高は6,450,000千円となっております。 

 当社ではバランスシートの改善として、①事業期間（短期・中期・長期）のバランスを勘案した事業資金

の配分、②必要資金の最小化を図る事業スキームの構築、③特定金融機関に依存することなく個別物件ごと

に融資の打診を行い、条件の良い金融機関からの借入実施、などにより総資産に対する有利子負債比率を削

減し、健全な財務体質確立に取り組んでおります。 

 

第36期中間会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年８月31日） 

（キャッシュ・フロー） 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、税引前中間純利益が

計上され、借入金による資金調達を行ないましたが、たな卸資産が増加した結果591,665千円となりました。

なお、営業活動、投資活動、財務活動別の詳細につきましては、次のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,701,853千円の減少となりました。これは主に翌事業年度以降の

事業拡大に向けての販売不動産および仕掛不動産の在庫手当を行ったため、たな卸資産が2,189,561千円増加

したことによるもの、ならびにインベストメント事業への出資として200,000千円を支出する一方で、匿名組

合への出資金のうち440,000千円を回収したことによるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、89,166千円の減少となりました。これは主に投資有価証券の取得

による支出であります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,287,975千円の増加となりました。これは事業用地の仕入資金等

にかかる短期借入金の純増額800,000千円および長期借入金の増加額350,000千円等によるものであります。 

 



 

－  － 
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第３【設備の状況】 
 

１【設備投資等の概要】 

第35期事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

 当事業年度において、重要な設備投資、売却、除却等はありません。 

  

第36期中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

 当中間会計期間において、重要な設備投資、売却、除却等はありません。 

 

２【主要な設備の状況】 

 当社では、業務に使用するコンピューター、コピー機などの事務用機器以外には、特段の設備を必要としない

ため、主要な設備はありません。 

 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 平成20年１月31日現在において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



 

－  － 
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第４【提出会社の状況】 
 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種 類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 4,800,000 

計 4,800,000 

 

②【発行済株式】 

種 類 発行数（株） 
上場金融商品取引所名又は登録認可
金融商品取引業協会名 

普通株式 1,218,000 非上場 

計 1,218,000 － 

 

(2）【新株予約権等の状況】 

   旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

    平成18年２月14日臨時株主総会決議 

区 分 
最近事業年度末現在 

（平成19年２月28日） 
提出日の前月末現在 

（平成20年１月31日）

新株予約権の数（個） 70,000（注1） 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 70,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 500（注2） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年２月15日 
至 平成28年２月14日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  500 
資本組入額 500 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注3） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

 （注）１．新株予約権１個当たり株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、１株とする。 

ただし、当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調

整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合は、必要と認める株式数の調整を行う。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。 
１ 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
分割・併合の比率



 

－  － 
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また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げる。 
 新規発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋
新規発行前の株価 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

３．新株予約権の行使の条件 

(1) 本新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時において、当社および当社グループ会社の役員ま

たは従業員の地位にあることを要す。本新株予約権者が次の何れかに該当する場合は、引き続き

本新株予約権を退任・退職後２年間を期限として行使することができる。 

・任期満了を理由に当社及び当社グループ会社の役員を退任した場合 

・当社グループ会社への転籍により当社を退任・退職した場合 

・本新株予約権者が定年を理由に当社または当社グループ会社を退職した場合 

(2) その他、権利行使の条件は、当社取締役会で承認された「新株予約権割当契約書」に定めるとこ

ろによる。 

 

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  平成18年５月25日定時株主総会決議 

区分 
最近事業年度末現在 

（平成19年２月28日） 
提出日の前月末現在 

（平成20年１月31日）

新株予約権の数（個） 1,060（注1） 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 106,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 600（注2） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年５月26日 
至 平成28年５月25日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  600 
資本組入額 300 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注3） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

 （注）１．新株予約権１個当たりの株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、100株とする。 

ただし、当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調

整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合は、必要と認める株式数の調整を行う。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。 
１ 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
分割・併合の比率
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また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使によ

り新株を発行する場合は除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による

１円未満の端数は切り上げる。 
 新規発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋
新規発行前の株価 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

３．新株予約権の行使の条件 

(1) 本新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時において、当社および当社グループ会社の役員ま

たは従業員の地位にあることを要す。本新株予約権者が次の何れかに該当する場合は、引き続き

本新株予約権を退任・退職後２年間を期限として行使することができる。 

・任期満了を理由に当社及び当社グループ会社の役員を退任した場合 

・当社グループ会社への転籍により当社を退任・退職した場合 

・本新株予約権者が定年を理由に当社または当社グループ会社を退職した場合 

(2) その他、権利行使の条件は、当社取締役会で承認された「第２回新株予約権割当契約書」に定め

るところによる。 

 

(3）【ライツプランの状況】 

該当事項はありません。 
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(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数（株) 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年８月25日(注1) 170,000 190,000 85,000 95,000 － － 

平成18年２月27日(注2) 800,000 990,000 400,000 495,000 － － 

平成18年６月30日(注3) 16,000 1,006,000 4,800 499,800 4,800 4,800 

平成19年５月15日(注4) 95,000 1,101,000 76,000 575,800 － 4,800 

平成19年８月31日(注5) 117,000 1,218,000 93,600 669,400 － 4,800 

 （注）１．株主割当増資 170,000株 

割当先    株式会社ゲオ 

発行価格   500円     資本組入額  500円 

２．株主割当増資 800,000株 

割当先    株式会社ゲオ 

発行価格   500円     資本組入額  500円 

３．有償第三者割当増資 16,000株 

割当先    石川英樹、沢田喜代則、笹野和雄、田上滋、清水松生、稲生克典 

発行価格   600円     資本組入額  300円 

４．有償第三者割当増資 95,000株 

割当先    株式会社ゲオ、石川英樹、沢田喜代則、清水松生、田端勝彦 

発行価格   800円     資本組入額  800円 

５．有償第三者割当増資 117,000株 

割当先    株式会社みずほ銀行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社百五銀行、 

株式会社ユニディオコーポレーション、株式会社アイディーユー、 

サムシングホールディングス株式会社、株式会社十六銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行株

式会社、 

十六フロンティア第２号投資事業有限責任組合 無限責任組合員 十六キャピタル株

式会社、 

株木建設株式会社 

発行価格   800円     資本組入額  800円 

 

 

(5）【所有者別状況】 

        平成20年１月31日現在

株式の状況（１単元の株式数100株） 

外国法人等 区分 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 
金融商品
取引業者

その他の 
法人 

個人以外 個人 
個人その他 計 

単元未満株
式の状況 

（株） 

株主数（人） － 5 － 5 － － 8 18 －

所有株式数
（単元） － 650 － 10,650 － － 880 12,180 －

所有株式数の
割合（％） － 5.34 － 87.44 － － 7.22 100.00 －

  



 

－  － 
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(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 平成20年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,218,000 12,180 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 1,218,000 － － 

総株主の議決権 － 12,180 － 

 

②【自己株式等】 

   平成20年１月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

 

(7）【ストック・オプション制度の内容】 

 当社は、ストック・オプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法および会社法の規定に

基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

 

（平成18年２月14日臨時株主総会決議） 

決議年月日 平成18年２月14日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役３名、当社監査役１名、当社従業員６名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

 



 

－  － 
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（平成18年５月25日定時株主総会決議） 

決議年月日 平成18年５月25日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役６名、当社従業員７名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

 

 

２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 該当事項はありません。 

 

３【配当政策】 

不動産業は多額の資金を要する事業であり、当社も例外無く事業の遂行には多額の資金が必要です。現在

は金融機関からの借入に依存していますが、今後の永続的な事業運営および利益成長を目指すために、まず

は財務体質の強化に向けた内部留保の充実に重点を置く必要があると考えております。 

しかし、一方で株主に対する利益還元を経営の重要課題の１つと認識しており、平成19年２月期は１株当

たり30円の配当を実施しました。この結果、当該期の配当性向は22.8％となっております。今後も将来の事

業拡大と経営体質の強化のために一定規模の内部留保を確保しつつ、安定的かつ継続的な配当を実施するこ

とを基本方針とし、業績に応じた柔軟な利益還元策を実施してまいります。また、内部留保資金については

今後の当社の事業展開を見据えた中期的な投資資源として、あるいは今後の経営環境の変化に対応できる企

業体質強化のための資金として有効に活用してまいります。 

配当の回数については、定時株主総会にて１回もしくは中間配当を含めた２回を基本方針としております。 

なお、当社は会社法第454条第５項に基づき「取締役会の決議によって、毎年８月31日を基準日として、中

間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

 

 

４【株価の推移】 

 当社株式は非上場であるため、該当事項はありません。 



 

－  － 
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５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数
（㈱）

代表取締役 
社 長 

 石川英樹 昭和32年６月17日生

昭和56年３月 株式会社地上社入社 

平成14年10月 株式会社ゲオ入社 

平成15年９月 株式会社ゲオエステート（現株式会社

ゲオアクティブ）取締役 

平成17年１月 当社取締役 

平成17年４月 当社代表取締役社長（現任） 

（注）1 21,000

取 締 役  沢田喜代則 昭和32年１月２日生

平成元年１月 株式会社テープ堂 （平成４年５月株

式会社ゲオステーション、平成７年11

月株式会社ゲオに商号変更）設立 

       代表取締役社長 

平成８年４月 株式会社ゲオ専務取締役 

平成９年６月 株式会社ゲオ代表取締役専務 

平成10年９月 当社取締役（現任） 

平成15年８月 当社代表取締役社長 

平成16年６月 株式会社ゲオ代表取締役社長 

平成19年６月 株式会社ゲオ代表取締役会長（現任） 

（主要な兼職） 

平成18年９月 株式会社ベストゲオ代表取締役社長 

       （現任） 

平成19年６月 株式会社ゲオサプライ代表取締役社長 

       （現任） 

（注）1 34,000

取 締 役  笹野和雄 昭和23年３月21日生

昭和46年４月 株式会社日本長期信用銀行（現株式会

社新生銀行）入行 

平成９年６月 株式会社ゲオ常務取締役財務部長 

平成10年９月 当社取締役（現任） 

平成18年８月 株式会社ゲオ財務部・情報管理部担当

常務取締役（現任） 

（注）1 1,000

取 締 役 企画開発部長 田上 滋 昭和37年１月15日生

昭和59年３月 株式会社地上社入社 

平成14年10月 株式会社ゲオ入社 

平成15年９月 株式会社ゲオエステート 

       （現株式会社アクティブ）転籍 

平成17年４月 当社転籍 

平成17年11月 当社企画開発部次長 

平成18年５月 当社取締役企画開発部長（現任） 

（注）1 1,000

取 締 役  清水松生 昭和30年１月７日生

平成６年６月 株式会社ゲオミルダ 

       （現株式会社ゲオ）入社 

平成10年６月 株式会社ゲオ取締役管理本部長 

平成10年９月 当社取締役（現任） 

平成18年８月 株式会社ゲオ経理部・経営企画部担当

取締役 

平成19年６月 株式会社ゲオ常務取締役（現任） 

（注）1 21,000

取 締 役 管理部長 田端勝彦 昭和42年７月18日生

 平成７年６月 株式会社ゲオミルダ 

       （現株式会社ゲオ）入社 

 平成16年２月 株式会社ゲオアール入社 

 平成17年４月 同社取締役 

平成18年６月 当社入社 管理部長 

平成19年２月 当社取締役管理部長（現任） 

（注）1 2,000
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有 
株式数
（㈱）

常勤監査役  青木秀生 昭和12年９月15日生

昭和31年３月 株式会社大和銀行（現株式会社りそな 

銀行）入行 

 平成元年７月 同社本店不動産部審議役 

 平成７年８月 大和ビジネスサービス株式会社 

       （現りそなビジネスサービス株式会社）

名古屋支店長 

平成12年３月 同社退職 

平成18年５月 当社監査役（現任） 

（注）2 －

常勤監査役  大徳洋文 昭和16年12月11日生

 昭和39年４月 株式会社十六銀行入行 

 平成３年６月 同社取締役 

 平成５年６月 岐阜商事株式会社取締役社長 

 平成14年６月 同社監査役 

平成17年６月 同社監査役 

平成18年５月 当社監査役（現任） 

（注）2 －

監 査 役  森田良一 昭和24年８月21日生

平成２年８月 株式会社ゲオミルダ 

       （現株式会社ゲオ）入社 

平成３年４月 同社取締役 

平成17年４月 当社監査役（現任） 

平成18年８月 株式会社ゲオ 総務部・人事部・監査室

担当取締役 

平成19年７月 株式会社ゲオ 監査室・コンプライアン

ス部担当取締役（現任） 

（注）2 －

    計 80,000

 

（注）１．取締役の任期は、平成19年11月29日開催の臨時株主総会終結の時から、平成21年２月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。 

２．監査役の任期は、平成19年11月29日開催の臨時株主総会終結の時から、平成23年２月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。 

３．監査役青木秀生および大徳洋文は、会社法第２条16号に定める社外監査役の要件を満たしております。 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、業容ならびに組織規模に見合ったコーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題として位置

づけ、経営効率の向上、経営の健全性及び透明性の確保、企業倫理の確立、コンプライアンス体制の充実の

ための諸施策を実施しております。 

 

(2) 会社の機関の内容 

当社の業務執行・経営監視及び内部統制の仕組みを図に示すと下記の通りです。 

 

 

① 株主総会 

当社の定時株主総会は、毎年５月に取締役会の決議によって取締役社長が招集することを定款に定めて

おります。 

当社の取締役の選任決議については、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

また、会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議（いわゆる特別決議）は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数

をもって行う旨定款に定めております。 

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。 

株主総会は会社の最高意思決定機関であり、株主総会を通して株主へ経営状況を適切に開示するととも

に、各株主の意見を幅広く会社経営に反映させることができるよう、開かれた株主総会の開催を心がけて

おります。 

   ② 取締役会 

    当社の取締役は10名以内とする旨定款で定めており、平成20年１月31日現在６名の取締役が選任されて

おります。毎月１回の定時取締役会、また必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営上の意思決定、業務

執行状況の確認、その他法令で定められた事項及び重要事項の決定を行っております。 

③ 監査役 

当社は監査役制度を採用しており、監査役は５名以内とする旨定款で定めております。平成20年１月31

日現在３名の監査役が選任されており、そのうち２名は会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を

満たしております。監査役は取締役会に出席し、また常勤監査役については取締役会以外にも定例の社内

会議に出席し、取締役の業務執行状況を充分に監督できる体制になっております。 

   ④ 内部監査 

当社は従業員７名（平成20年１月31日現在）の小規模組織であるため、内部監査を担当する独立した部

署を置かず、経営企画室の分掌業務として実施しております。当社の内部監査は各部門において内部統制

が機能しているかの確認、各種コンプライアンス状況の確認、リスク管理の状況確認等を重要課題として

行っております。今後は業容及び組織の拡大に合わせて、規模に見合った体制を適時整備していく方針で

あります。 

株 主 総 会 

取締役会 

代表取締役 

内部監査人 

各 部 門 

監査役 

監査法人 

顧問弁護士 

選定・監督 

指示 

報告 

報告 

監査

連携

指導・助言

連携 

選任・解任 選任・解任

監査

指示
会計監査

連携



 

－  － 
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   ⑤ 会計監査 

当社は三優監査法人と監査契約を締結しております。 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は杉田純、林寛尚であり、監査業務に係る補助者の構成は、

公認会計士１名、その他１名であります。 

 

(3) 内部統制システム整備の状況 

内部統制につきましては、業務プロセス全体に相互牽制体制および計画・実施・検証・改善のサイクル

が組み込まれ適切に運営されることを基本としております。また、経営上必要な情報収集と意思決定の仕

組みを明確にし、経営の透明性を高めることを目的に、取締役会規則、業務分掌・職務権限規程を定めて

運用しております。 

    内部統制システム整備の中心となる部署は内部監査を担当する経営企画室であり、各部門の業務執行の

妥当性・適法性・効率性の検証を行うため、内部監査計画に基づく内部監査のほか、必要に応じて随時監

査を実施しております。 

 

   ①内部監査及び監査役監査の状況 

    当社では上記のとおり、内部牽制制度の充実と経営の合理化及び資産の保全を行うため内部監査制度を

設けております。内部監査は経営企画室が担っており、内部監査規程に基づいて業務監査を実施しており

ます。 

    監査役監査は、常勤監査役を中心に実施されておりますが、非常勤監査役も業務を分担して実施してお

ります。監査役は取締役会その他の重要な会議に出席するほか、取締役等から営業状況の報告を受け、重

要書類の閲覧等を行っております。また、経営の妥当性、効率性等に関して助言や提案を行っており、取

締役職務の執行状況を常に監督できる体制にあります。 

    監査役と内部監査担当者は連携して効率的かつ有効的な監査が実施できるように努めており、会計監査

人との連携により、監査業務の効率化、合理化を図り、その機能の強化に努めております。監査結果につ

いても適宜相互に報告するようにしております。 

 

（4）役員報酬の内容 

 当事業年度（平成19年２月期）における当社の取締役及び監査役に対する報酬等の支払金額は、以下の

とおりであります。 

    取締役に支払った報酬  28,450千円 

    監査役に支払った報酬   2,250千円 

 

（5）監査報酬の内容 

 当事業年度（平成19年２月期）における三優監査法人に対する報酬の金額は、以下のとおりであります。 

    監査報酬  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  6,000千円 

    公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬以外の報酬はありません。 

 

（6）社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

 会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を満たしている青木秀生、大徳洋文の２名の監査役は、

いずれも人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係等はありません。 

 なお、社外取締役については該当者がいないため該当事項はありません。 

 

（7）取締役等による責任免除の決定機関 

 当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、取締役（取締役であった者を含

む）および監査役（監査役であった者を含む）の当社に対する損害賠償責任を、法令が定める範囲で免除

することができる旨を定款に定めております。これは、取締役および監査役が期待される役割を十分発揮

することを目的とするものであります。 

 

（8）剰余金の配当の決定機関 

 当社は、資本政策の機動性を確保するため、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）を

取締役会決議により可能とする旨を定款に定めております。 
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第５【経理の状況】 
 

１．財務諸表の作成方法について 

(1）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

ただし、前事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則

第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、株式会社名古屋証券取引所有価証券上場規程第３条第７項の規定に基づき、旧証券取引法第193条

の２の規定に準じて、前事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）及び当事業年度（平成18

年３月１日から平成19年２月28日まで）の財務諸表、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に準じて、第

36期中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の中間財務諸表について、三優監査法人

により監査及び中間監査を受けております。 

 

３．連結財務諸表及び中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表及び中間連結財務諸表を作成しておりません。 
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【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  653,966  1,094,711

２．売掛金  －  38,700

３．販売用不動産  804,825  1,006,139

４．仕掛販売用不動産  946,513  2,884,046

５．前渡金 ※２ 70,421  －

６．前払費用  109,154  170,930

７．繰延税金資産  9,575  3,759

８．立替金  27,781  －

９．その他  5,509  64,504

流動資産合計  2,627,747 99.4  5,262,791 68.5

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産   

１．工具・器具及び備品  1,822 1,822 

減価償却累計額  282 1,539 703 1,118

有形固定資産合計  1,539 0.1  1,118 0.0

(2）無形固定資産   

１．商標権  2,516  2,243

２．その他  771  771

無形固定資産合計  3,288 0.1  3,014 0.0

(3）投資その他の資産   

１．投資有価証券  －  2,400,000

２．長期前払費用  1,742  2,095

３．その他  8,662  12,425

投資その他の資産合計  10,405 0.4  2,414,520 31.5

固定資産合計  15,233 0.6  2,418,654 31.5

資産合計  2,642,980 100.0  7,681,446 100.0
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前事業年度 

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

 １．工事未払金  －  103,024

２．短期借入金  －  5,800,000

３．関係会社短期借入金  1,450,000  －

４．未払金  169,521  10,267

５．未払費用  7,462  2,923

６．未払法人税等  124,640  25,790

７．前受金  87,060  154,266

８．預り金  750  2,067

９．役員賞与引当金  －  4,000

10．その他  13,711  －

流動負債合計  1,853,145 70.1  6,102,340 79.5

Ⅱ 固定負債   

１．長期借入金  －  650,000

２．その他  －  5,737

固定負債合計  － －  655,737 8.5

負債合計  1,853,145 70.1  6,758,077 88.0
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前事業年度 

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※１ 495,000 18.7  － －

Ⅱ 利益剰余金   

１．利益準備金  2,500 － 

２．当期未処分利益  292,335 － 

利益剰余金合計  294,835 11.2  － －

資本合計  789,835 29.9  － －

負債・資本合計  2,642,980 100.0  － －

   

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１．資本金  － －  499,800 6.5

２．資本剰余金   

資本準備金  － 4,800 

資本剰余金合計  － －  4,800 0.1

３．利益剰余金   

(1）利益準備金  － 3,300 

(2）その他利益剰余金   

繰越利益剰余金  － 415,468 

利益剰余金合計  － －  418,768 5.4

株主資本合計  － －  923,368 12.0

純資産合計  － －  923,368 12.0

負債純資産合計  － －  7,681,446 100.0
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中間貸借対照表 

  
第36期中間会計期間末 
（平成19年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  591,665

２．たな卸資産  6,079,747

３．その他  312,779

流動資産合計  6,984,192 75.5

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産 ※１ 7,924

２．無形固定資産  2,878

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券  2,031,300

(2）その他  225,427

投資その他の資産合計  2,256,727

固定資産合計  2,267,530 24.5

資産合計  9,251,722 100.0
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第36期中間会計期間末 
（平成19年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．工事未払金  195,524

２．短期借入金  6,600,000

３．その他  293,322

流動負債合計  7,088,847 76.6

  

Ⅱ 固定負債  

１．長期借入金  1,000,000

２．その他  11,694

固定負債合計  1,011,694 10.9

負債合計  8,100,541 87.5

  

（純資産の部）  

Ⅰ 株主資本  

１．資本金  669,400 7.2

２．資本剰余金  

資本準備金  4,800

資本剰余金合計  4,800 0.1

３．利益剰余金  

(1）利益準備金  6,318

(2）その他利益剰余金  

別途積立金  300,000

繰越利益剰余金  170,919

利益剰余金合計  477,237 5.2

株主資本合計  1,151,437 12.5

Ⅱ 評価・換算差額等  

１．その他有価証券評価差額金  △256 0.0

評価・換算差額等合計  △256 0.0

純資産合計  1,151,180 12.5

負債純資産合計  9,251,722 100.0
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②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   

 １.不動産売上高 ※１ 3,917,884 3,667,378 

 ２.その他売上高  131,874 4,049,759 100.0 44,561 3,711,940 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 3,108,064 76.7  3,017,044 81.3

売上総利益  941,694 23.3  694,896 18.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 575,030 14.2  447,926 12.1

営業利益  366,663 9.1  246,969 6.6

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  3 782 

２．解約違約金収入  900 3,366 

３．還付加算金  523 － 

４．消費税等免税益  － 21,005 

５．その他  50 1,476 0.0 － 25,153 0.7

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息 ※１ 23,250 48,539 

２．新株発行費  3,853 － 

３．株式交付費  － 75 

４．その他  － 27,103 0.7 230 48,846 1.3

経常利益  341,036 8.4  223,276 6.0

Ⅵ 特別損失   

１．固定資産除却損 ※３ 8,558 8,558 0.2 － － －

税引前当期純利益  332,478 8.2  223,276 6.0

法人税、住民税及び 
事業税 

 121,484 85,528 

法人税等調整額  14,485 135,970 3.3 5,815 91,343 2.4

当期純利益  196,507 4.9  131,933 3.6

前期繰越利益  95,827  －

当期未処分利益  292,335  －
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売上原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

 土地原価  1,132,433 36.4 1,419,588 47.1

 建物原価  1,975,631 63.6 1,582,191 52.4

 その他  － － 15,265 0.5

合計  3,108,064 100.0 3,017,044 100.0

（注）原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 
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中間損益計算書 

  
第36期中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  3,974,740 100.0

Ⅱ 売上原価  3,469,203 87.3

売上総利益  505,536 12.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３ 293,009 7.4

営業利益  212,527 5.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 1,451 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２ 61,847 1.6

経常利益  152,131 3.7

税引前中間純利益  152,131 3.7

法人税、住民税及び 
事業税 

 64,934

法人税等調整額  △1,451 63,483 1.5

中間純利益  88,648 2.2
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③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益
剰余金 

 
資本金 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

株主資本合計 
純資産合計

平成18年２月28日残高
（千円） 

495,000 － － 2,500 292,335 294,835 789,835 789,835

事業年度中の変動額     

新株の発行 4,800 4,800 4,800  9,600 9,600

利益処分による役員賞与   △8,000 △8,000 △8,000 △8,000

利益準備金の積立   800 △800 － － －

当期純利益   131,933 131,933 131,933 131,933

事業年度中の変動額合計
（千円） 

4,800 4,800 4,800 800 123,133 123,933 133,533 133,533

平成19年２月28日残高
（千円） 

499,800 4,800 4,800 3,300 415,468 418,768 923,368 923,368
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中間株主資本等変動計算書 

第36期中間会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年８月31日） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 
資本準備金

資本剰余金
合計 

利益準備金
別途積立金

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

株主資本
合計 

平成19年２月28日残高（千円） 499,800 4,800 4,800 3,300 － 415,468 418,768 923,368

中間会計期間中の変動額    

新株の発行 169,600   169,600

利益準備金の積立て  3,018 △3,018 － －

別途積立金の積立て  300,000 △300,000 － －

剰余金の配当  △30,180 △30,180 △30,180

中間純利益  88,648 88,648 88,648

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

   

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

169,600 3,018 300,000 △244,549 58,468 228,068

平成19年８月31日残高 
（千円） 

669,400 4,800 4,800 6,318 300,000 170,919 477,237 1,151,437

    
 

評価・換算差額等 

 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

純資産合計 

平成19年２月28日残高（千円） － － 923,368

中間会計期間中の変動額  

新株の発行  169,600

利益準備金の積立て  －

別途積立金の積立て  －

剰余金の配当  △30,180

中間純利益  88,648

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

△256 △256 △256

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△256 △256 227,812

平成19年８月31日残高 
（千円） 

△256 △256 1,151,180

  
 



 

－  － 
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④【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益  332,478 223,276 

減価償却費  1,119 900 

受取利息及び受取配当金  △3 △782 

支払利息  23,250 48,539 

新株発行費  3,853 － 

株式交付費  － 75 

固定資産除却損  8,558 － 

売上債権の増減額（△増加額）  － △38,700 

たな卸資産の増減額（△増加額）  △1,751,338 △2,138,847 

匿名組合出資金の増減額（△増加
額） 

 － △2,400,000 

前渡金の増減額（△増加額）  △70,421 70,421 

前払費用の増減額（△増加額）  △108,837 △61,775 

工事未払金の増減額（△減少額）  － 103,024 

未払金の増減額（△減少額）  120,664 △159,253 

未払費用の増減額（△減少額）  4,185 △3,076 

前受金の増減額（△減少額）  87,060 67,206 

役員賞与の支払額  － △8,000 

その他  △6,272 △36,418 

小計  △1,355,703 △4,333,407 

利息及び配当金の受取額  3 782 

利息の支払額  △19,973 △50,002 

法人税等の支払額  － △182,389 

法人税等の還付額  13,915 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △1,361,757 △4,565,017 
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前事業年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △1,822 － 

有形固定資産の売却による収入  4,491 － 

無形固定資産の取得による支出  △2,734 － 

敷金・保証金の増加による支出  △8,662 △3,762 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △8,728 △3,762 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入  1,950,000 8,730,000 

短期借入金の返済による支出  △500,000 △4,380,000 

長期借入れによる収入  － 650,000 

株式の発行による収入  481,146 9,524 

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,931,146 5,009,524 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（△減
少額） 

 560,661 440,744 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  93,305 653,966 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 653,966 1,094,711 

    

 



 

－  － 
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中間キャッシュ・フロー計算書 

  
第36期中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益  152,131 

減価償却費  544 

受取利息及び受取配当金  △1,351 

支払利息  53,241 

株式交付費  1,444 

売上債権の増減額（△増加額）  38,700 

たな卸資産の増減額（△増加額）  △2,189,561 

匿名組合出資金の増減額（△増加
額） 

 440,000 

出資金の増減額（△増加額）  △200,000 

前払費用の増減額（△増加額）  △104,444 

工事未払金の増減額（△減少額）  92,500 

未払金の増減額（△減少額）  9,139 

未払費用の増減額（△減少額）  △216 

前受金の増減額（△減少額）  22,620 

役員賞与の支払額  △4,000 

その他  61,535 

小計  △1,627,716 

利息及び配当金の受取額  1,351 

利息の支払額  △50,590 

法人税等の支払額  △24,897 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △1,701,853 
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第36期中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出  △7,109 

敷金・保証金の増加による支出  △10,327 

投資有価証券の取得による支出  △71,730 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △89,166 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入  2,300,000 

短期借入金の返済による支出  △1,500,000 

長期借入れによる収入  350,000 

株式の発行による収入  168,155 

配当金の支払  △30,180 

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,287,975 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（△減
少額） 

 △503,045 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  1,094,711 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 591,665 
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⑤【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年５月25日） 

 

区分 
注記
番号 

金額（千円）  

Ⅰ 当期未処分利益   292,335   

Ⅱ 利益処分額      

１．利益準備金  800    

２．役員賞与金  8,000    

（うち監査役賞与金）  (－) 8,800   

Ⅲ 次期繰越利益   283,535   
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

─ 

 

その他有価証券 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっており

 ます。 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）販売用不動産 

  個別法による原価法によっておりま

 す。 

(1）販売用不動産 

同左 

 

 (2）仕掛販売用不動産 

  個別法による原価法によっておりま

 す。 

(2）仕掛販売用不動産 

同左 

 

３．固定資産の減価償却の 

  方法 

 

 

 

(1）有形固定資産 

  建物（建物附属設備を除く）につい

 ては定額法によっております。 

  その他の有形固定資産については、

 定率法によっております。 

  なお、主な耐用年数は次の通りであ

 ります。 

  建物           26年 

  建物附属設備     ３～15年 

  構築物        10～15年 

  工具・器具及び備品  ６～８年 

(1）有形固定資産 

  定率法によっております。 

  なお、主な耐用年数は次の通りであ

 ります。 

  工具・器具及び備品  ６～８年 

 

 

 

 

 

 

 (2）無形固定資産 

  定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

  均等償却によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

４．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

  支払時に全額費用として処理してお

ります。 

(1）      ─ 

 

 

 (2）      ─ 

 

 

(2）株式交付費 

  支払時に全額費用として処理してお

ります。 

 (3）      ─ (3）社債発行費等 

  支払時に全額費用として処理してお

ります。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

５．引当金の計上基準 ─ 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出に

充てる支給見込額を計上しておりま

す。 

６．収益及び費用の計上基準  販売費のうち下記のものについては費

用収益を適正に対応させるため次のとお

り処理しております。 

同左 

 

 

 (1）販売手数料 

  販売委託契約等に基づく販売手数料

は売上計上に応じて費用処理すること

とし、売上未計上の物件に係る販売手

数料は前払費用に計上しております。

(1）販売手数料 

同左 

 

 

 

 (2）広告宣伝費 

 未完成の自社計画販売物件に係る広

告宣伝費は、引渡までに発生した費用

を前払費用に計上し、引渡時に一括し

て費用処理しております。 

(2）広告宣伝費 

同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 

 

 

 手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い短期的な投資であります。 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

なお、控除対象外消費税等は、当事業

年度の費用として処理しております。

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

なお、当事業年度は、免税事業者に

該当するため、免税差額分21,005千

円を営業外収益に計上しておりま

す。 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な 

  事項 

(2）      ─ 

 

 

 

(2）匿名組合出資金の会計処理 

 匿名組合出資金については、匿名

組合の財産の持分相当額を「投資有

価証券」に計上しております。 

 



 

－  － 
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重要な会計方針の変更 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ─ 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

 

 

─ （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は923,368千円

であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

 

─ （役員賞与に関する会計基準） 

  当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11月29日）が適用されるこ

ととなったため、同基準を適用しております。これによ

り、従来の方法によった場合に比べて営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益はそれぞれ4,000千円減少して

おります。 

 

─ （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

  当事業年度より、「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」(企業会計基準委員会 平成18年８月11日 

実務対応報告第19号）を適用しております。 

 これにより、前事業年度まで新株の発行に係る費用は

「新株発行費」として表示しておりましたが、当事業年

度より「株式交付費」として表示しております。 

 

─ （ストック・オプション等に関する会計基準） 

  当事業年度より、「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）

及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31

日）を適用しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

 

 



 

－  － 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年２月28日） 

当事業年度 
（平成19年２月28日） 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 ※１          ─ 

   授権株式数   普通株式 3,900,000株 

   発行済株式総数 普通株式  990,000株 

 

 

※２ 関係会社項目 ※２          ─ 

   関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

  たもののほか次のものがあります。 

   前渡金           61,810千円 

 

 

３          ─ ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約を締結しております。 

  当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未

実行残高は次のとおりであります。 

 
 

当座貸越極度額の総額 6,500,000千円

借入実行残高 4,850,000千円

差引額 1,650,000千円
  

 



 

－  － 

 

(51) ／ 2008/02/15 19:47 (2008/02/15 19:46) ／ 000000_00_070_wk_08447846／第５－２重要な／os2ゲオエステート／１の部.doc 

51

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

   関係会社への売上高    801,935千円 

   関係会社からの仕入高  1,986,255千円 

   関係会社への支払利息    23,250千円 

 

   関係会社からの仕入高   685,200千円 

   関係会社への支払利息    10,524千円 

 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は69％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は31％であ

ります。 

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は60％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は40％であ

ります。 

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

販売手数料      226,807千円 

広告宣伝費      169,372千円 

役員報酬        13,750千円 

給与          45,044千円 

賞与          3,230千円 

減価償却費       1,119千円 

租税公課        35,118千円 

   消費税等        32,786千円 

販売手数料       140,284千円 

広告宣伝費       128,343千円 

役員報酬        26,700千円 

給与          53,540千円 

役員賞与引当金繰入額   4,000千円 

賞与           3,920千円 

減価償却費         900千円 

租税公課        23,918千円 

 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※３          ─ 

 
建物 7,488千円

構築物 1,014千円

ソフトウェア 56千円

計 8,558千円
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（株主資本等変動計算書関係） 

 当事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

    １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

前事業年度末 

株式数 

（株） 

当事業年度 

増加株式数 

（株） 

当事業年度 

減少株式数 

（株） 

当事業年度末 

株式数 

（株） 

発行済株式     

 普通株式 990,000 16,000 － 1,006,000

   合計 990,000 16,000 － 1,006,000

自己株式 

 普通株式 － － － －

   合計 － － － －

  （注）普通株式の増加の内訳は、次のとおりであります。 

     平成18年６月30日 第三者割当増資による新株発行 16,000株 

 

    ２．新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

新株予約権の 

内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 前事業年度末 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末 

当事業年度

末残高 

（千円）

平成19年２月期

ストック・オプ

ションとしての

新株予約権 

－ － － － － －

（注）平成19年２月期ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりませ

ん。 

 

    ３．配当に関する事項 

    （１）配当金支払額 

       当事業年度において配当は行われておりません。 

 

    （２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
配当の原資

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日

平成 19 年５月 25 日 

定時株主総会 
普通株式 30,180 利益剰余金 30 

平成 19 年 

２月 28 日 

平成 19 年 

５月 28 日 
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記 

されている科目の金額との関係 

（平成18年２月28日現在）

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記 

されている科目の金額との関係 

（平成19年２月28日現在）

 

現金及び預金勘定          653,966千円 

現金及び現金同等物         653,966千円 

 

 

現金及び預金勘定         1,094,711千円 

現金及び現金同等物        1,094,711千円 

 

 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 内容の重要性が乏しく、リース契約１件当たりのリー

ス料総額が少額なリース取引のため、財務諸表等規則第

８条の６第６項の規定により記載を省略しております。

 

同左 
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（有価証券関係） 

 前事業年度（平成18年２月28日現在） 

  当社は有価証券を全く所有しておりませんので、該当事項はありません。 

 

当事業年度（平成19年２月28日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

 匿名組合出資金 2,400,000 

 

（デリバティブ取引関係） 

 前事業年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

  当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

 当事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

  当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

（退職給付関係） 

 前事業年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

  当社は退職給付制度がないため、該当事項はありません。 

 

 当事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

  当社は退職給付制度がないため、該当事項はありません。 
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（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 （１）ストック・オプションの内容 

  平成19年２月期 

第１回ストック・オプション 

平成19年２月期 

第２回ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 取締役 ３名 

監査役 １名 

従業員 ６名 

取締役 ６名 

従業員 ７名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数（注） 
普通株式 70,000株 普通株式 106,000株 

付与日 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

権利確定条件 新株予約権の割当を受けた者は、

新株予約権行使時に、当社及び当

社グループ会社の取締役、監査役

または従業員たる地位を要する。

同左 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間 平成20年２月15日から 

平成28年２月14日まで 

平成20年５月26日から 

平成28年５月25日まで 

（注）株式数に換算して記載しております。 

 

 （２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。 

   ① ストック・オプションの数 

  平成19年２月期 

第１回ストック・オプション 

平成19年２月期 

第２回ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

 前事業年度末 － － 

 付与 70,000 106,000 

 失効 － － 

 権利確定 － － 

 未確定残 70,000 106,000 

権利確定後      （株）   

 前事業年度末 － － 

 権利確定 － － 

 権利行使 － － 

 失効 － － 

 未行使残 － － 
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   ② 単価情報 

  平成19年２月期 

第１回ストック・オプション 

平成19年２月期 

第２回ストック・オプション 

権利行使価格       （円） 500 600 

行使時平均株価      （円） － － 

公正な評価単価（付与日） （円） － － 

 

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

ストック・オプション付与時点において、当社は株式を証券取引所に上場していないことから、ストック・オ

プションの公正な評価単価を単位当たりの本源的価値により算定しております。 

 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。 

 

４．財務諸表への影響額 

平成19年２月期ストック・オプションについて、財務諸表への影響はありません。 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年２月28日） 

当事業年度 
（平成19年２月28日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

                 （千円）                  （千円） 

 繰延税金資産  繰延税金資産 

  流動資産   流動資産 

   未払事業税否認       9,575    未払事業税否認       2,137 

  繰延税金資産合計       9,575    役員賞与引当金       1,622 

   繰延税金資産合計       3,759 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため注記を省略しております。 

同左 

  

 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 当社には関連会社がないため、該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

 当社には関連会社がないため、該当事項はありません。 
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【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

－ 
不動産
の販売

219,182 － －

短期 
借入金 

1,450,000親会社 ㈱ゲオ 
愛知県
春日井市

8,143,650 

DVD、CD、
ゲーム、書
籍等のレン
タル、リサ
イクル、販
売他 

（被所有）
直接100.0

兼任
３名

－ 
支払
利息

23,250 
未払 
費用 

3,277

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

      販売価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 

      借入金の金利は市場金利を勘案して、決定しております。 

 

(2）兄弟会社等 

関係内容 

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金又は 
出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の
内容

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

㈱スガイ・
エンタテイ
ンメント 

札幌市
中央区

948,775 

映画館、 
ボウリング
場、ゲーム
センター等
の運営 

なし － － 
販売用
不動産
の購入

－ 前渡金 61,810

不動産
の販売

578,479 － －

親会社の 

子会社 

㈱ゲオア
クティブ 

福岡市
博多区

10,000 

DVD、CD、
ゲーム、書
籍等のレン
タル、リサ
イクル、 
販売他 

なし 兼任
１名

－ 

不動産
の購入

1,986,255 － －

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

      販売価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 



 

－  － 

 

(59) ／ 2008/02/15 19:47 (2008/02/15 19:46) ／ 000000_00_070_wk_08447846／第５－２重要な／os2ゲオエステート／１の部.doc 

59

当事業年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会 社 等
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

－ 
仲介 
手 数 料
収入 

840 － －

商標権
の使用 

使用料 2,800 － －親会社 ㈱ゲオ 
愛知県 
春日井市 

8,552,438 

DVD、CD、
ゲーム、書
籍等のレン
タル、リサ
イクル、 
販売他 

 

（被所有）
直接 98.4

 
兼任
４名

－ 支払利息 10,524 － －

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

      取引条件については、当社と関連を有しない他の当事者との取引と同様の条件であります。 

      商標権の使用料については、両者協議のうえ決定しております。 

      借入金の金利は市場金利を勘案して、決定しております。 

 

(2）兄弟会社等 

関係内容 

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 
役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

㈱スガイ・ 
エンタテイ
ンメント 

札幌市 
中央区 

948,775 

映画館、 
ボウリング
場、ゲーム
センター等の
運営 

なし － － 
販売用土
地の購入

 619,989 － －

親会社の 

子会社 

㈱スリー
ワイ 

名古屋市
熱田区 

10,000 
生鮮食料品
スーパーの
経営 

なし 
兼任
１名

－ 
販売用土
地の購入

65,211 － －

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

      取引条件については、当社と関連を有しない他の当事者との取引と同様の条件であります。 
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（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

 

１株当たり純資産額 797.81円 

１株当たり当期純利益金額 1,683.93円 

  

 

１株当たり純資産額 917.86円 

１株当たり当期純利益金額 131.85円 

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非

上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記

載しておりません。 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日) 

当期純利益（千円） 196,507 131,933 

普通株主に帰属しない金額（千円） 8,000 － 

（うち利益処分による役員賞与金） （8,000) (－) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 188,507 131,933 

期中平均株式数（株） 111,945 1,000,652 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

─ 新株予約権（新株予約権の数

71,060個)。詳細は「第４ 提出

会社の状況 １ 株式等の状況 

(2) 新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

 当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に

基づき、平成18年２月14日開催の臨時株主総会及び平成

18年３月22日開催の取締役会においてストックオプショ

ンとして新株予約権の発行を決議し、平成18年３月31日

付で発行しております。 

(1）発行した新株予約権の数        70,000個

(2）新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

  普通株式               70,000株

(3）新株予約権の発行価額         無償 

(4）新株予約権の行使時の払込金額 

  １株当たり              500円 

(5）新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価額及び資本組入額 

  発行価額               500円 

  資本組入額              500円 

(6）新株予約権の行使期間 

 平成20年２月15日から平成28年２月14日 

(7）新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約

権者」という。）は、権利行使時において当社及

び当社グループの取締役または従業員いずれかの

地位を保有していること。ただし、定年退職その

他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、

この限りではない。 

② 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人

は新株予約権を行使することができる。 

③ その他の条件は、株主総会決議及び取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結す

る「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。 

(8）新株予約権の譲渡に関する事項 

  新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する

ものとする。 

 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、平成19

年３月28日に株式会社十六銀行をエージェントとするコ

ミットメントライン契約（シンジケート方式）を締結い

たしました。 

(1）調達金額   10億円 

(2）契約期間   平成19年３月30日～平成20年３月28日

(3）エージェント 株式会社十六銀行 

(4）参加金融機関 株式会社十六銀行 

         株式会社百五銀行 

         三菱ＵＦＪリース株式会社 

         株式会社岐阜銀行 

         株式会社百十四銀行 

 なお、同契約には、下記の財務制限条項が付されてお

ります。 

①各事業年度の末日において単体の貸借対照表におけ

る純資産の部の合計金額を、平成18年２月期の末

日における単体の貸借対照表における資本の部の

合計金額の75％以上を維持すること。 

②各事業年度に係る単体の損益計算書上の経常損益に

関して経常損失を計上しないこと。 

 

 当社は、平成19年３月30日開催の臨時株主総会におい

て、以下のとおり募集株式の発行を決議いたしました。

(1）募集株式の数       普通株式95,000株 

(2）募集株式の払込金額    １株につき800円 

(3）増加する資本金および資本準備金の額 

  全額資本金に組み入れる  76,000千円 

(4）払込期日         平成19年５月15日 

(5）割当先及び株式数     株式会社ゲオ30,000株

               当社の取締役65,000株

(6）資金使途         運転資金 

               プロジェクト用資金 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
第36期中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 (1）有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間会計期間末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理）によっており

ます。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法によってお

ります。 

 (2）たな卸資産 

  販売用不動産 

   個別法による原価法によっており

ます。 

   なお、賃貸中のものについては有

形固定資産に準じて償却を行っており

ます。 

  仕掛販売用不動産 

  個別法による原価法によっており

ます。 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

  定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次の通りで

あります。 

   建物附属設備     10～15年 

  工具・器具及び備品  ６～８年 

 (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 (3）長期前払費用 

  均等償却によっております。 
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項目 
第36期中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

３．繰延資産の処理方法  株式交付費 

  支払時に全額費用として処理して

おります。 

４．収益及び費用の計上基準  販売費のうち下記のものについては

費用収益を適正に対応させるため次の

とおり処理しております。 

(1）販売手数料 

  販売委託契約等に基づく販売手数

料は売上計上に応じて費用処理する

こととし、売上未計上の物件に係る

販売手数料は前払費用に計上してお

ります。 

(2）広告宣伝費 

 未完成の自社計画販売物件に係る

広告宣伝費は、引渡までに発生した

費用を前払費用に計上し、引渡時に

一括して費用処理しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

６．中間キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 

 

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ価値の変動について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資であります。

７．その他中間財務諸表作成の

ための基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

なお、控除対象外消費税等は、当中

間会計期間の費用として処理してお

ります。 

(2)匿名組合出資金の会計処理 

 匿名組合出資金については、匿

名組合の財産の持分相当額を「投資

有価証券」に計上しております。 

 なお、営業者からの出資金の払

い戻しについては、「投資有価証

券」を減額させております。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

第36期中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

（減価償却方法の変更） 

 当中間会計期間より、平成19年度の法人税法の改正に

伴い、平成19年４月１日以降取得の有形固定資産につい

ては、改正後の法人税法に規定する償却方法により、減

価償却費を計上しております。 

 なお、この変更に伴う営業利益、経常利益、税引前中

間純利益に与える影響は軽微であります。 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

第36期中間会計期間末 
（平成19年８月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

                    1,008千円 

 

 ２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約及びコミットメントライン

契約を締結しております。 

当中間会計期間末における当座貸越契約及びコ

ミットメントライン契約に係る借入金未実行残高は

次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントラインの総額 7,600,000千円

借入実行残高 6,400,000千円

差引額 1,200,000千円
 
 

 

（中間損益計算書関係） 

第36期中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 

   受取利息             1,351千円 

   解約違約金収入           100千円 

 

※２．営業外費用の主要項目 

   支払利息             53,241千円 

   株式交付費            1,444千円 

   シンジケートローン手数料     7,161千円 

 

※３．減価償却実施額 

   有形固定資産            304千円 

   無形固定資産            136千円 

   長期前払費用            103千円 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

第36期中間会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年８月31日） 

    １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

前事業年度末 

株式数 

（株） 

当中間会計期間 

増加株式数 

（株） 

当中間会計期間 

減少株式数 

（株） 

当中間会計期間末

株式数 

（株） 

発行済株式     

 普通株式 1,006,000 212,000 － 1,218,000

   合計 1,006,000 212,000 － 1,218,000

自己株式 

 普通株式 － － － －

   合計 － － － －

（注）普通株式の増加の内訳は、次のとおりであります。 

     平成19年５月15日 第三者割当増資による新株発行  95,000株 

     平成19年８月31日 第三者割当増資による新株発行 117,000株 

 

    ２．新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

新株予約権の 

内訳 

新株予約権の 

目的となる 

株式の種類 前事業年度末
当中間会計期間

増加 

当中間会計期間

減少 

当中間会計期間 

末 

当中間会計

期間末残高

（千円）

平成19年２月期
ストック・オプ
ションとしての
新株予約権 

－ － － － － －

（注）平成19年２月期ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりませ

ん。 

 

    ３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 
決議 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月25日 
定時株主総会 

普通株式 30,180 30 平成19年２月28日 平成19年５月28日

 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

第36期中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年８月31日現在）

 

現金及び預金勘定          591,665千円 

現金及び現金同等物         591,665千円 

 

 

（リース取引関係） 

第36期中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 内容の重要性が乏しく、リース契約１件当たりの

リース料総額が少額なリース取引のため、財務諸表

等規則第８条の６第６項の規定により記載を省略し

ております。 

 

 

（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

第36期中間会計期間末 
（平成19年８月31日） 

 
取得原価 
（千円） 

中間貸借対
照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）株式 21,730 21,300 △430

合計 21,730 21,300 △430

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

第36期中間会計期間末 
（平成19年８月31日） 

 

中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

 匿名組合出資金 1,960,000 

 非上場株式 50,000 
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（デリバティブ取引関係） 

第36期中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

（ストック・オプション等関係） 

第36期中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

 該当事項はありません。 

 

（持分法損益等） 

第36期中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

 当社には関連会社がないため、該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 

第36期中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

 

１株当たり純資産額 945.14円 

１株当たり中間純利益金額 83.40円 

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額に

ついては、新株予約権の残高はありますが、当社株式

は非上場であるため、期中平均株価が把握できません

ので記載しておりません。 

 

 （注） １株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
第36期中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

中間純利益（千円） 88,648 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る中間純利益（千円） 88,648 

期中平均株式数（株） 1,062,913 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

新株予約権（新株予約権の数

71,060個）。詳細は「第４ 提出

会社の状況 １ 株式等の状況 

(2) 新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 
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（重要な後発事象） 

第36期中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、平成19年

9月28日に株式会社みずほ銀行をエージェントとするシン

ジケートローン契約を締結いたしました。 

(1）調達金額   32億円 

(2）契約期間   平成19年９月28日～平成21年９月27日

(3）エージェント 株式会社みずほ銀行 

(4）参加金融機関 株式会社みずほ銀行 

         株式会社百十四銀行 

         株式会社静岡銀行 

         株式会社中京銀行 

         株式会社百五銀行 

         株式会社横浜銀行 

         株式会社大垣共立銀行 

         株式会社広島銀行 

         株式会社山口銀行 

         株式会社東京都民銀行 

         愛知県信用農業協同組合連合会 

 なお、同契約には、下記の財務制限条項が付されており

ます。 

①各決算期末日および中間決算期末日における単体ベース

での貸借対照表の純資産の部の金額を、平成19年２月決

算期末日における単体ベースでの貸借対照表上の純資産

の部の金額の80％以上に維持すること。 

②各決算期末日における単体ベースの税引後当期損益で損

失を計上しないこと。 
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⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【その他】 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

（匿名組合出資金）   

有限会社Ｌanding－two － 2,400,000 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

小計 － 2,400,000 

計 － 2,400,000 

 

【有形固定資産等明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末 
残高（千円）

有形固定資産    

工具・器具及び備品 1,822 － － 1,822 703 421 1,118

有形固定資産計 1,822 － － 1,822 703 421 1,118

無形固定資産    

商標権 2,734 － － 2,734 491 273 2,243

その他 771 － － 771 － － 771

無形固定資産計 3,505 － － 3,505 491 273 3,014

長期前払費用 1,931 559 － 2,490 394 206 2,095

繰延資産    

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

  

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

 

【借入金等明細表】 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,450,000 5,800,000 1.37 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － 650,000 1.27 平成21年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 1,450,000 6,450,000 － － 

 （注）１．平均利率については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

  
１年超２年以内

（千円） 
２年超３年以内

（千円） 
３年超４年以内

（千円） 
４年超５年以内

（千円） 

 長期借入金 － 650,000 － － 
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【引当金明細表】 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用）
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

役員賞与引当金 － 4,000 － － 4,000
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(2）【主な資産及び負債の内容】（平成19年２月28日現在） 

①流動資産 

ａ 現金及び預金 

区分 金額（千円） 

現金 193 

預金  

当座預金 213,536 

普通預金 880,980 

小計 1,094,517 

合計 1,094,711 

 

ｂ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

相手先 金額（千円） 

ダイア建設株式会社 38,700 

合計 38,700 

 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

－ 1,479,710 1,441,010 38,700 97.4 4.8 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

 

ｃ 販売用不動産 

品目 金額（千円） 構成比（％） 

マンション 1,006,139 100.0 

合計 1,006,139 100.0 

 

ｄ 仕掛販売用不動産 

品目 金額（千円） 構成比（％） 

マンション 1,784,437 61.9 

土地 1,099,609 38.1 

合計 2,884,046 100.0 
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②流動負債 

   ａ 工事未払金 

相手先 金額（千円） 

株木建設株式会社 45,419 

鹿島道路株式会社 37,327 

日本グランデ株式会社 20,278 

合計 103,024 

 

ｂ 短期借入金 

借入先 金額（千円） 

株式会社新生銀行 2,500,000 

株式会社りそな銀行 1,950,000 

株式会社みずほ銀行 500,000 

株式会社あおぞら銀行 450,000 

株式会社十六銀行 200,000 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 200,000 

合計 5,800,000 

 

③固定負債 

ａ 長期借入金 

借入先 金額（千円） 

株式会社みずほ銀行 650,000 

合計 650,000 
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(3）【その他】 

最近の経営成績及び財政状態の概況 

     平成20年２月期の第３四半期会計期間（平成19年３月１日から平成19年11月30日まで）の四半期財務諸表

は次の通りであります。 

     なお、この四半期財務諸表につきましては、株式会社名古屋証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社

情報の適時開示等に関する規則の取扱い」２の３(1)及び(2)の規定に基づき算出しておりますが、同取扱い

２の３(3)の規定に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく三優監査法人

の手続き及び監査は受けておりません。 

 

(1）四半期貸借対照表 

  
当第３四半期会計期間末 
（平成19年11月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  1,456,445

２．たな卸資産 ※１ 6,398,645

３．その他  371,362

流動資産合計  8,226,452 84.4

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産 ※２ 8,175

２．無形固定資産  2,809

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券  475,294

(2）出資金  1,000,000

(3）その他  29,626

投資その他の資産合計  1,504,920

固定資産合計  1,515,905 15.6

資産合計  9,742,358 100.0
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当第３四半期会計期間末 
（平成19年11月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．工事未払金  350,800

２．短期借入金  3,894,000

３．その他  396,404

流動負債合計  4,641,205 47.6

  

Ⅱ 固定負債  

１．長期借入金 ※１ 3,800,000

２．その他  12,004

固定負債合計  3,812,004 39.2

負債合計  8,453,210 86.8

  

（純資産の部）  

Ⅰ 株主資本  

１．資本金  669,400 6.9

２．資本剰余金  

資本準備金  4,800

資本剰余金合計  4,800 0.0

３．利益剰余金  

(1）利益準備金  6,318

(2）その他利益剰余金  

別途積立金  300,000

繰越利益剰余金  312,193

利益剰余金合計  618,511 6.3

株主資本合計  1,292,711 13.2

Ⅱ 評価・換算差額等  

１．その他有価証券評価差額金  △3,563 0.0

評価・換算差額等合計  △3,563 0.0

純資産合計  1,289,148 13.2

負債純資産合計  9,742,358 100.0
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(2）四半期損益計算書 

  
当第３四半期会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年11月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  4,687,037 100.0

Ⅱ 売上原価  3,794,756 81.0

売上総利益  892,281 19.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３ 360,886 7.7

営業利益  531,394 11.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 23,016 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２ 165,168 3.5

経常利益  389,242 8.3

税引前第３四半期純利益  389,242 8.3

法人税、住民税及び 
事業税 

 160,771

法人税等調整額  △1,451 159,319 3.4

第３四半期純利益  229,922 4.9
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(3）四半期株主資本等変動計算書 

当第３四半期会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年11月30日） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 
資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

別途積立金 繰越利益剰余金 

利 益 剰 余
金合計 

株主資本
合計 

平成19年２月28日残高（千円） 499,800 4,800 4,800 3,300 － 415,468 418,768 923,368

第３四半期会計期間中の変動額    

新株の発行 169,600   169,600

利益準備金の積立て  3,018 △3,018 － －

別途積立金の積立て  300,000 △300,000 － －

剰余金の配当  △30,180 △30,180 △30,180

第３四半期純利益  229,922 229,922 229,922

株主資本以外の項目の第３四半
期会計期間中の変動額（純額）

   

第３四半期会計期間中の変動額 
合計（千円） 

169,600 3,018 300,000 △103,275 199,742 369,342

平成19年11月30日残高（千円） 669,400 4,800 4,800 6,318 300,000 312,193 618,511 1,292,711

         
 

評価・換算差額等 

 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

純資産合計 

平成19年２月28日残高（千円） － － 923,368

第３四半期会計期間中の変動額  

新株の発行  169,600

利益準備金の積立て  －

別途積立金の積立て  －

剰余金の配当  △30,180

第３四半期純利益  229,922

株主資本以外の項目の第３四半
期会計期間中の変動額（純額）

△3,563 △3,563 △3,563

第３四半期会計期間中の変動額 
合計（千円） 

△3,563 △3,563 365,779

平成19年11月30日残高（千円） △3,563 △3,563 1,289,148
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(4）四半期キャッシュ・フロー計算書 

  
当第３四半期会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年11月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前第３四半期純利益  389,242 

減価償却費  1,223 

受取利息及び受取配当金  △1,531 

支払利息  85,312 

株式交付費  1,765 

売上債権の増減額（△増加額）  38,700 

たな卸資産の増減額（△増加額）  △2,508,459 

匿名組合出資金の増減額（△増加
額） 

 1,990,456 

出資金の増減額（△増加額）  △1,000,000 

前払費用の増減額（△増加額）  △163,083 

工事未払金の増減額（△減少額）  247,775 

未払金の増減額（△減少額）  4,506 

未払費用の増減額（△減少額）  76 

前受金の増減額（△減少額）  63,511 

役員賞与の支払額  △4,000 

その他  67,013 

小計  △787,489 

利息及び配当金の受取額  1,531 

利息の支払額  △74,130 

法人税等の支払額  △68,988 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △929,077 
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当第３四半期会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年11月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出  △7,920 

敷金・保証金の増加による支出  △11,191 

投資有価証券の取得による支出  △71,730 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △90,841 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入  3,894,000 

短期借入金の返済による支出  △5,800,000 

長期借入れによる収入  3,150,000 

株式の発行による収入  167,834 

配当金の支払  △30,180 

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,381,654 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（△減
少額） 

 361,734 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  1,094,711 

Ⅵ 現金及び現金同等物の第３四半期末
残高 

※ 1,456,445 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当第３四半期会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年11月30日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 (1）有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 第３四半期会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理）によっ

ております。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法によってお

ります。 

 (2）たな卸資産 

  販売用不動産 

   個別法による原価法によっており

ます。 

   なお、賃貸中のものについては有

形固定資産に準じて償却を行っており

ます。 

  仕掛販売用不動産 

  個別法による原価法によっており

ます。 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

  定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次の通りで

あります。 

   建物附属設備     10～15年 

  工具・器具及び備品  ６～８年 

 (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 (3）長期前払費用 

  均等償却によっております。 
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項目 
当第３四半期会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年11月30日） 

３．繰延資産の処理方法  株式交付費 

  支払時に全額費用として処理して

おります。 

４．収益及び費用の計上基準  販売費のうち下記のものについては

費用収益を適正に対応させるため次の

とおり処理しております。 

(1）販売手数料 

  販売委託契約等に基づく販売手数

料は売上計上に応じて費用処理する

こととし、売上未計上の物件に係る

販売手数料は前払費用に計上してお

ります。 

(2）広告宣伝費 

 未完成の自社計画販売物件に係る

広告宣伝費は、引渡までに発生した

費用を前払費用に計上し、引渡時に

一括して費用処理しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

６．四半期キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 

 

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ価値の変動について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資であります。

７．その他四半期財務諸表作成

のための基本となる重要な

事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

なお、控除対象外消費税等は、当第

３四半期会計期間の費用として処理

しております。 

(2)匿名組合出資金の会計処理 

 匿名組合出資金については、匿

名組合の財産の持分相当額を「投資

有価証券」に計上しております。 

 匿名組合への出資時に「投資有

価証券」を計上し、匿名組合が獲得

した純損益の持分相当額について

は、「営業損益」に計上しており、

営業者からの出資金の払い戻しにつ

いては、「投資有価証券」を減額さ

せております。 

 

 

 



 

－  － 

 

(81) ／ 2008/02/15 19:47 (2008/02/15 19:46) ／ 000000_00_120_wk_08447846／第５－７四半期財務諸表作成／os2ゲオエステート／１の部.doc 

81

注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 

当第３四半期会計期間末 
（平成19年11月30日） 

※１．担保資産及び担保付債務 

 (1）担保に供している資産は次のとおりであります。

   たな卸資産          2,872,953千円 

 

 (2）担保付債務は次のとおりであります。 

   長期借入金          2,800,000千円 

 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

                    1,568千円 

 ３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約及びコミットメントライン

契約を締結しております。 

当第３四半期会計期間末における当座貸越契約及

びコミットメントライン契約に係る借入金未実行残

高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントラインの総額 6,394,000千円

借入実行残高 3,694,000千円

差引額 2,700,000千円
 

 

（四半期損益計算書関係） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成19年３月１日 

至 平成19年11月30日） 

※１．営業外収益の主要項目 

   受取利息             1,531千円 

   解約違約金収入          1,485千円 

   コンサルティング収入       20,000千円 

 

※２．営業外費用の主要項目 

   支払利息             85,312千円 

   株式交付費            1,765千円 

   シンジケートローン手数料     78,090千円 

 

※３．減価償却実施額 

   有形固定資産            864千円 

   無形固定資産            205千円 

   長期前払費用            154千円 
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（四半期株主資本等変動計算書関係） 

第３四半期会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年11月30日） 

    １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

前事業年度末 

株式数 

（株） 

当第３四半期 

会計期間増加株式数

（株） 

当第３四半期 

会計期間減少株式数 

（株） 

当第３四半期 

会計期間末株式数 

（株） 

発行済株式     

 普通株式 1,006,000 212,000 － 1,218,000

   合計 1,006,000 212,000 － 1,218,000

自己株式  

 普通株式 － － － －

   合計 － － － －

（注）普通株式の増加の内訳は、次のとおりであります。 

     平成19年５月15日 第三者割当増資による新株発行  95,000株 

     平成19年８月31日 第三者割当増資による新株発行 117,000株 

 

    ２．新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

新株予約権の 

内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 前事業年度末
当第３四半期

会計期間増加

当第３四半期

会計期間減少

当第３四半期 

会計期間末 

当第３四半期

会計期間末 

残高（千円）

平成19年２月期

ストック・オプ

ションとしての

新株予約権 

－ － － － － －

（注）平成19年２月期ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりませ

ん。 

 

    ３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 
決議 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月25日 
定時株主総会 

普通株式 30,180 30 平成19年２月28日 平成19年５月28日

 

(2）基準日が当第３四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が第３四半期会計期間末後と

なるもの 

 該当事項はありません。 
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成19年３月１日 

至 平成19年11月30日） 

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年11月30日現在）

 

現金及び預金勘定         1,456,445千円 

現金及び現金同等物        1,456,445千円 

 

 

（リース取引関係） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成19年３月１日 

至 平成19年11月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 内容の重要性が乏しく、リース契約１件当たりの

リース料総額が少額なリース取引のため、財務諸表

等規則第８条の６第６項の規定により記載を省略し

ております。 

 

 

（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

当第３四半期会計期間末 
（平成19年11月30日） 

 
取得原価 
（千円） 

四半期貸借対
照表計上額 

（千円） 

差額 
（千円）

(1）株式 21,730 15,750 △5,980

合計 21,730 15,750 △5,980

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当第３四半期会計期間末 
（平成19年11月30日） 

 

四半期貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

 匿名組合出資金 409,544 

 非上場株式 50,000 
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（デリバティブ取引関係） 

当第３四半期会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年11月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

（ストック・オプション等関係） 

当第３四半期会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年11月30日） 

 該当事項はありません。 

 

（持分法損益等） 

当第３四半期会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年11月30日） 

 当社には関連会社がないため、該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成19年３月１日 

至 平成19年11月30日） 

 

１株当たり純資産額 1,058.41円 

１株当たり第３四半期純利益金額 206.35円 

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり第３四半期純利益

金額については、新株予約権の残高はありますが、当

社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握でき

ませんので記載しておりません。 

 

 （注） １株当たり第３四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第３四半期会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年11月30日） 

第３四半期純利益（千円） 229,922 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る第３四半期純利益（千円） 229,922 

期中平均株式数（株） 1,114,232 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり第３四半期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

新株予約権（新株予約権の数

71,060個）。詳細は「第４ 提出

会社の状況 １ 株式等の状況 

(2) 新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 
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（重要な後発事象） 

 当第３四半期会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年11月30日） 

 該当事項はありません。 
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第６【提出会社の株式事務の概要】 
 

事業年度 ３月１日から２月末日まで 

定時株主総会 事業年度末日の翌月から３ヶ月以内 

基準日 ２月末日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券 

剰余金の配当の基準日 ２月末日、８月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 無料（注） 

公告掲載方法 

電子公告とし、次の当社ホームページアドレスに掲載します。 
http://www.geoestate.co.jp/ 
ただし、やむを得ない事由により電子公告することができない場合は、 
日本経済新聞に掲載してこれを行います。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 

 （注）単元未満株式の買取手数料は、当社株式が株式会社名古屋証券取引所に上場された日から、「株式の売買の

委託に係る手数料相当額として別途定める金額」に変更されます。 
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第７【提出会社の参考情報】 
 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

 

 

 

２【その他の参考情報】 

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

 該当事項はありません。 
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第三部【特別情報】 
 

第１【提出会社及び連動子会社の最近の財務諸表】 
 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。なお、連動子会社はありません。 
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１【貸借対照表】 

  
第31期 

（平成15年３月31日） 
第32期 

（平成16年３月31日） 
第33期 

（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   63,166 129,753  93,305

２．売掛金 ※１  264,987 66,768  －

３．商品   65,515 －  －

４．立替金 ※１  6,277 934  －

５．前払費用   5,599 2,794  316

６．繰延税金資産   5,519 －  24,060

７．未収入金   407 122  14,065

８．未収消費税等   － －  11,479

９．貸倒引当金   △47 －  －

流動資産合計   411,426 91.0 200,372 85.4  143,228 90.9

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物  18,167 18,167 18,167 

減価償却累計額  2,709 15,458 4,452 13,714 5,817 12,350

２．構築物  1,718 1,718 1,718 

減価償却累計額  288 1,430 508 1,210 678 1,040

３．車両運搬具  536 － － 

減価償却累計額  376 159 － － － －

４．工具・器具及び
備品 

 4,820 3,258 － 

減価償却累計額  1,994 2,826 2,270 987 － －

有形固定資産合計   19,874 4.4 15,912 6.8  13,390 8.5

(2）無形固定資産    

１．電話加入権   811 811  771

２．ソフトウェア   2,732 1,770  89

無形固定資産合計   3,543 0.8 2,582 1.1  861 0.6

(3）投資その他の資産    

１．敷金・保証金   15,879 15,879  －

２．繰延税金資産   1,430 －  －

３．その他   37 －  －

投資その他の資産
合計 

  17,347 3.8 15,879 6.7  － －

固定資産合計   40,766 9.0 34,374 14.6  14,252 9.1

資産合計   452,193 100.0 234,747 100.0  157,480 100.0
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第31期 

（平成15年３月31日） 
第32期 

（平成16年３月31日） 
第33期 

（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

    

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   246,192 61,917  －

２．一年内返済予定長
期借入金 

  9,996 －  －

３．未払金 ※１  17,425 8,246  48,856

４．未払費用 ※１  19,379 7,909  －

５．未払法人税等   29,568 11,988  4

６．未払消費税等   4,165 4,360  －

７．預り金   169 32  －

流動負債合計   326,896 72.3 94,454 40.2  48,860 31.0

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金   20,012 －  －

２．長期未払金 ※１  8,136 1,627  －

３．長期預り保証金   5,092 5,092  292

４．退職給付引当金   3,428 744  －

固定負債合計   36,668 8.1 7,463 3.2  292 0.2

負債合計   363,564 80.4 101,918 43.4  49,152 31.2

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  10,000 2.2 10,000 4.3  10,000 6.3

Ⅱ 利益剰余金    

１．利益準備金  2,500 2,500 2,500 

２．当期未処分利益  76,128 120,328 95,827 

利益剰余金合計   78,628 17.4 122,828 52.3  98,327 62.5

資本合計   88,628 19.6 132,828 56.6  108,327 68.8

負債・資本合計   452,193 100.0 234,747 100.0  157,480 100.0
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２【損益計算書】 

  
第31期 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

第32期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１  2,690,692 100.0 2,075,363 100.0  － －

Ⅱ 売上原価    

１．商品期首たな卸高  54,568 65,515 － 

２．当期商品仕入高  2,360,324 1,752,694 － 

   合計  2,414,892 1,818,210 － 

３．商品期末たな卸高  65,515 2,349,376 87.3 － 1,818,210 87.6 － － －

売上総利益   341,315 12.7 257,153 12.4  － －

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※２  265,474 9.9 182,550 8.8  48,661 －

営業利益又は 
営業損失（△） 

  75,841 2.8 74,602 3.6  △48,661 －

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  5 1 1 

２．受取賃貸料  333 305 － 

３．安定雇用促進奨励
金 

 200 － － 

４．固定資産移設補償
金 

 － 3,383 － 

５．自動販売機手数料  111 88 － 

６．その他  201 851 0.0 132 3,911 0.2 772 773 －

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息 ※１ 1,525 1,525 0.1 1,132 1,132 0.1 610 610 －

経常利益又は経常
損失（△） 

  75,167 2.7 77,382 3.7  △48,498 －

Ⅵ 特別利益    

１．貸倒引当金戻入益  102 － － 

２．退職給付引当金戻
入益 

 － 102 0.0 3,795 3,795 0.2 － － －

Ⅶ 特別損失    

１．リース解約損  1,392 1,392 0.1 － － － － － －

税引前当期純利益
又は税引前当期純
損失（△） 

  73,877 2.6 81,177 3.9  △48,498 －

法人税、住民税及
び事業税 

 36,073 30,026 64 

法人税等調整額  △3,358 32,714 1.1 6,950 36,977 1.8 △24,060 △23,996 －

当期純利益又は当
期純損失（△） 

  41,163 1.5 44,200 2.1  △24,501 －

前期繰越利益   34,965 76,128  120,328

当期未処分利益   76,128 120,328  95,827
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３【利益処分計算書】 

  
第31期 

（株主総会承認日 
平成15年６月25日） 

第32期 
（株主総会承認日 
平成16年６月24日） 

第33期 
（株主総会承認日 
平成17年５月26日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   76,128  120,328  95,827 

Ⅱ 次期繰越利益   76,128  120,328  95,827 

        

 

 



 

－  － 

 

(94) ／ 2008/02/15 19:47 (2008/02/15 19:46) ／ 000000_00_150_wk_08447846／第三－２重要な会計方針／os2ゲオエステート／１の部.doc 

94

重要な会計方針 

項目 
第31期 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

第32期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．たな卸資産の評

価基準及び評価

方法 

商品 

 最終仕入原価法による原価

法 

─ ─ 

２．固定資産の減価

償却の方法 

(1）有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除

く）については定額法に

よっております。 

 その他の有形固定資産に

ついては、定率法によって

おります。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物     ３年～26年

構築物    10年～15年

車両運搬具  ２年 

工具・器具及び備品    

       ２年～８年

(1）有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除

く）については定額法に

よっております。 

 その他の有形固定資産に

ついては、定率法によって

おります。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物     ３年～26年

構築物    10年～15年

工具・器具及び備品    

       ２年～８年

 

(1）有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除

く）については定額法に

よっております。 

 その他の有形固定資産に

ついては、定率法によって

おります。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物     ３年～26年

構築物    10年～15年

 

 

 

 (2）無形固定資産 

 定額法によっておりま

す。 

 なお、ソフトウェア（自

社利用分）につきまして

は、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

(2）無形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 (3）長期前払費用 

 均等償却によっておりま

す。 

(3）長期前払費用 

同左 

─ 

３．引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

 

─ 

 

─ 

 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、計上しております。 

 

(2）退職給付引当金 

同左 

(2）    ─ 
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項目 
第31期 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

第32期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年２月28日） 

４．リース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 

同左 ─ 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

 

５．その他財務諸表

作成のための基

本となる重要な

事項 (2）自己株式及び法定準備金

の取崩等に関する会計基準 

 「自己株式及び法定準備金

の取崩等に関する会計基

準」（企業会計基準第１

号）が平成14年４月１日以

後に適用されることになっ

たことに伴い、当事業年度

から同会計基準によってお

ります。これによる当事業

年度の損益に与える影響は

ありません。 

 なお、財務諸表等規則の

改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の資本の

部については、改正後の財

務諸表等規則により作成し

ております。 

 

(2）    ─ (2）    ─ 
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項目 
第31期 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日）

第32期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年２月28日） 

 (3）１株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」（企業会

計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第４

号）が平成14年４月１日以

後開始する事業年度に係る

財務諸表から適用されるこ

とになったことに伴い、当

事業年度から同会計基準及

び適用指針によっておりま

す。これによる影響はあり

ません。 

(3）    ─ (3）    ─ 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

第31期 
（平成15年３月31日） 

第32期 
（平成16年３月31日） 

第33期 
（平成17年２月28日） 

※１．関係会社に対する資産及び負

債には、区分掲記されたものの

ほか、次のものがあります。 

※１．関係会社に対する資産及び負

債には、区分掲記されたものの

ほか、次のものがあります。 

※１．関係会社に対する資産及び負

債には、区分掲記されたものの

ほか、次のものがあります。 

   売掛金   255,811千円 

   立替金    5,081千円 

   未払金    8,080千円 

   長期未払金  8,136千円 

   売掛金    66,768千円 

   未払金    6,650千円 

   未払費用   2,960千円 

 

   未払金    48,687千円 

 

※２．授権株式数及び発行済株式 

総数 

※２．授権株式数及び発行済株式 

総数 

※２．授権株式数及び発行済株式 

総数 

   授権株式数 

    普通株式 24,000株 

   発行済株式総数 

    普通株式 20,000株 

 

同左 同左 
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（損益計算書関係） 

第31期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

第32期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年２月28日） 

※１．関係会社との取引に係るもの

が次のとおり含まれております。 

 売上高   2,523,911千円 

 支払利息     488千円 

※１．関係会社との取引に係るもの

が次のとおり含まれております。 

 売上高   2,049,732千円 

 支払利息     488千円 

※１．関係会社との取引に係るもの

が次のとおり含まれております。 

 支払利息     610千円 

※２．販売費に属する費用のおおよ

その割合は３％、一般管理費に属す

る費用のおおよその割合は97％であ

ります。 

主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

※２．販売費に属する費用のおおよ

その割合は２％、一般管理費に属す

る費用のおおよその割合は98％であ

ります。 

主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

※２．販売費に属する費用のおおよ

その割合は46％、一般管理費に属す

る費用のおおよその割合は54％であ

ります。 

主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

 役員報酬    6,726千円 

 給与     106,858千円 

 賞与      17,055千円 

 法定福利費   14,076千円 

 地代家賃    36,834千円 

 リース料    26,524千円 

 減価償却費   3,809千円 

 退職給付費用  1,456千円 

 

 役員報酬    2,255千円 

 給与      68,228千円 

 賞与      12,876千円 

 法定福利費   8,961千円 

 地代家賃    25,051千円 

 リース料    25,593千円 

 減価償却費   3,916千円 

 退職給付費用  1,111千円 

 修繕維持費   11,709千円 

 広告宣伝費   10,180千円 

 販売促進費   11,949千円 

 支払手数料   19,792千円 

 減価償却費   1,564千円 
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（リース取引関係） 

第31期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

第32期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年２月28日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 該当事項はありません。 

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

期末残
高相当
額 
(千円) 

工具・器具及
び備品 

81,159 33,787 47,371 

合計 81,159 33,787 47,371 

  

 

 

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

期末残
高相当
額 
(千円)

工具・器具及
び備品 

97,389 49,724 47,664

合計 97,389 49,724 47,664

  

  

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額  
 

１年内 15,301千円

１年超 37,035千円

合計 52,336千円
  

 
１年内 15,649千円

１年超 33,030千円

合計 48,679千円
  

 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 

 
支払リース料 16,633千円

減価償却費相当額 14,714千円

支払利息相当額 2,248千円
  

 
支払リース料 17,896千円

減価償却費相当額 15,936千円

支払利息相当額 1,905千円
  

   

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期へ配分方法につい

ては、利息法によっておりま

す。 

 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

 第31期（平成15年３月31日現在） 

  当社は有価証券を全く所有しておりませんので、該当事項はありません。 

 

 第32期（平成16年３月31日現在） 

  当社は有価証券を全く所有しておりませんので、該当事項はありません。 

 

 第33期（平成17年２月28日現在） 

  当社は有価証券を全く所有しておりませんので、該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

 第31期（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 

  当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

 第32期（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

  当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

 第33期（自 平成16年４月１日 至 平成17年２月28日） 

  当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

（退職給付関係） 

第31期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

第32期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年２月28日） 

(1）採用している退職給付制度の

概要 

  当社は退職一時金制度を設け

ております。 

(1）採用している退職給付制度の

概要 

同左 

(1）採用している退職給付制度の

概要 

─ 

(2）退職給付債務に関する事項 

  当社は退職給付債務の計算に

当たっては、簡便法によって

おります。 

 ①退職給付債務  3,428千円 

 ②退職給付引当金 3,428千円 

 

(2）退職給付債務に関する事項 

同左 

 

 

 ①退職給付債務   744千円 

 ②退職給付引当金  744千円 

 

(2）退職給付債務に関する事項 

─ 

 

(3）退職給付費用に関する事項 

  退職給付費用  1,456千円 

 

(3）退職給付費用に関する事項 

  退職給付費用  1,111千円 

 

(3）退職給付費用に関する事項 

─ 
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（税効果会計関係） 

第31期 
（平成15年３月31日） 

第32期 
（平成16年３月31日） 

第33期 
（平成17年２月28日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因別の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因別の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因別の内訳 

            （千円） 

 繰延税金資産 

 流動資産 

  賞与引当金損金 

  算入限度超過額    2,744 

  未払事業税否認    2,369 

  退職給付引当金超過額 1,430 

  その他         406 

 繰延税金資産合計    6,950 

 

 

（千円）

 繰延税金資産 

 流動資産 

  賞与引当金損金 

  算入限度超過額    1,316 

  未払事業税否認    1,174 

  退職給付引当金超過額 1,002 

  その他         476 

 繰延税金資産合計    3,969 

 評価性引当額     △3,969 

 繰延税金資産の純額     － 

 

（千円）

 繰延税金資産 

 流動資産 

  繰越欠損金      25,390 

 繰延税金資産合計    25,390 

 流動負債 

  未収事業税否認    1,329 

 繰延税金負債合計    1,329 

 繰延税金資産の純額   24,060 

２．法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との差異の

原因となった主な項目別の内訳 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との差異の

原因となった主な項目別の内訳 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との差異の

原因となった主な項目別の内訳 

 

  法定実効税率    41.74％ 

  (調整） 

  交際費等永久に損金 

  に算入されない項目  0.03％ 

  住民税均等割額    0.16％ 

  留保金課税      2.86％ 

  その他       △0.53％ 

  税効果会計適用後の 

  法人税等の負担率  44.28％ 

 

 法定実効税率      41.74％

 (調整） 

 住民税均等割額     0.15％

 評価性引当額の増減   4.89％

 軽減税率       △1.07％

 その他        △0.16％

 税効果会計適用後の 

 法人税等の負担率    45.55％

 

  税引前当期純損失を計上したた

め記載を省略しております。 

 

 

 

（持分法損益等） 

第31期（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 

    当社には関連会社がないため、該当事項はありません。 

 

第32期（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

    当社には関連会社がないため、該当事項はありません。 

 

第33期（自 平成16年４月１日 至 平成17年２月28日） 

    当社には関連会社がないため、該当事項はありません。 
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【関連当事者との取引】 

第31期（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

広告物等
の販売 

1,300,376 売掛金 111,802

未払金 8,080

割賦契約
等 

─ 
長期未
払金 

8,136

親会社 ㈱ゲオ 
愛知県 
春日井市 

2,395,761 

DVD、CD、
ゲーム、書
籍等のレン
タル、リサ
イクル、 
販売他 
 

(被所有) 
直接 100.0

兼任
３名

広告物等
の制作 

割賦契約
の利息 

488 ─ ─

 

(2）兄弟会社等 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

親会社の
子会社 

㈱ゲオ
グロー
バル 

東京都 
港区 

90,000 

DVD、CD、
ゲーム、書
籍等のレン
タル、リサ
イクル、 
販売他 

─ 
兼任
２名

広告物等
の制作 

広告物等
の販売 

765,911 売掛金 51,734

親会社の
子会社 

㈱ゲオ
イエス 

札幌市 
東区 

65,000 

DVD、CD、
ゲーム、書
籍等のレン
タル、リサ
イクル、 
販売他 

─ 
兼任
２名

広告物等
の制作 

広告物等
の販売 

222,686 売掛金 33,011

親会社の
子会社 

㈱ゲオ
エブリ 

大阪市 
浪速区 

120,000 

DVD、CD、
ゲーム、書
籍等のレン
タル、リサ
イクル、 
販売他 

─ ─ ─ 
広告物等
の販売 

125,230 売掛金 51,339

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

  市場価格等を勘案し、一般的取引条件と同様に市場価格を参考に決定しております。 
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第32期（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

広告物等
の販売 

359,970 売掛金 5,936

割賦契約
等 

─ 未払金 6,650

出向者
給与等

─ 未払費用 2,960

親会社 ㈱ゲオ 
愛知県 
春日井市 

2,836,764 

DVD、CD、
ゲーム、書
籍等のレン
タル、リサ
イクル、 
販売他 

(被所有) 
直接 100.0

兼任
３名

広告物等
の制作 

割賦契約
の利息 

488 ─ ─

 

(2）兄弟会社等 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

親会社の
子会社 

㈱ゲオ
グロー
バル 

東京都 
港区 

50,000 

DVD、CD、
ゲーム、書
籍等のレン
タル、リサ
イクル、 
販売他 

─ 
兼任
２名

広告物等
の制作 

広告物等
の販売 

529,060 売掛金 17,450

親会社の
子会社 

㈱ゲオ
イエス 

札幌市 
東区 

65,000 

DVD、CD、
ゲーム、書
籍等のレン
タル、リサ
イクル、 
販売他 

─ 
兼任
２名

広告物等
の制作 

広告物等
の販売 

290,104 売掛金 8,029

親会社の
子会社 

㈱ゲオ
エブリ 

愛知県 
春日井市 

80,000 

DVD、CD、
ゲーム、書
籍等のレン
タル、リサ
イクル、 
販売他 

─ ─ 
広告物等
の制作 

広告物等
の販売 

709,351 売掛金 25,731

親会社の
子会社 

㈱ゲオ
アール 

愛知県 
小牧市 

95,000 

家電製品、
ゴルフ用品
等のリサイ
クル、 
販売 

─ 
兼任
２名

広告物等
の制作 

広告物等
の販売 

76,089 売掛金 5,628

親会社の
子会社 

㈱ロッ
キー 

香川県 
観音寺市 

80,000 

DVD、CD、
ゲーム、書
籍等のレン
タル、リサ
イクル、 
販売他 

─ ─ ─ 
広告物等
の販売 

65,662 売掛金 3,413

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

      市場価格等を勘案し、一般的取引条件と同様に市場価格を参考に決定しております。 

    ３．㈱ロッキーは、平成16年７月１日付にて㈱ゲオステーションへ商号変更しております。 
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第33期（自平成16年４月１日 至平成17年２月28日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

親会社 ㈱ゲオ 
愛知県 
春日井市 

2,854,062 

DVD、CD、
ゲーム、書
籍等のレン
タル、リサ
イクル、 
販売他 

(被所有) 
直接 100.0

兼任 
３名 

広告物等
の制作 

割賦契約
の利息 

610 ─ ─

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

      市場価格等を勘案し、一般的取引条件と同様に市場価格を参考に決定しております。 

 

(2）兄弟会社等 

関係内容 

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

親会社の
子会社 

㈱ゲオ 
エステート 

名古屋市
千種区

10,000 

不動産の 
売買・ 
賃貸借・ 
仲介 

─ 
兼任 
４名 

不動産の
売買・ 
賃貸借・
仲介 

経 費 等 の
支払い 

─ 未払金 48,554

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

      市場価格等を勘案し、一般的取引条件と同様に市場価格を参考に決定しております。 

   ３．㈱ゲオエステートは、平成17年４月22日付にて㈱ゲオアクティブへ商号変更しております。 
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（１株当たり情報） 

項目 
第31期 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日）

第32期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年２月28日）

１株当たり純資産額 4,431.44円 6,641.45円 5,416.39円 

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額（△）

2,058.17円 2,210.00円 △1,225.06円 

  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

 当事業年度から「１株当

たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第

２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）を適用

しております。 

 なお、これによる影響は

ありません。 

同左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、当期純損失であ

り、また潜在株式が存在し

ないため記載しておりませ

ん。 

 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

 
第31期 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日)

第32期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日)

第33期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年２月28日)

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
41,163 44,200 △24,501 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 
－ － － 

（うち利益処分による役員賞

与金） 
（－) （－) （－) 

普通株式に係る当期純利益又

は当期純損失（△）（千円） 
41,163 44,200 △24,501 

期中平均株式数（株） 20,000 20,000 20,000 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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第四部【株式公開情報】 
 

第１【特別利害関係者等の株式等の移動状況】 
 

該当事項はありません。 
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第２【第三者割当等の概況】 
 

１【第三者割当等による株式等の発行の内容】 

項目 株式(1) 株式(2) 株式(3) 第１回 新株予約権 第２回 新株予約権

発行年月日 平成18年６月30日 平成19年５月15日 平成19年８月31日 平成18年３月31日 平成18年６月30日

種類 普通株式 普通株式 普通株式 
新株予約権の付与 
(ストック・オプ
ション) 

新株予約権の付与
(ストック・オプ
ション) 

発行数 16,000株 95,000株 117,000株 70,000株 106,000株

発行価格 
600円 

(注）４ 
800円 

(注）５ 
800円 

(注）５ 
500円 

(注）４ 
600円 

(注）４ 

資本組入額 300円 800円 800円 500円 300円 

発行価額の総額 9,600,000円 76,000,000円 93,600,000円 35,000,000円 63,600,000円 

資本組入額の総
額 

4,800,000円 76,000,000円 93,600,000円 35,000,000円 31,800,000円 

発行方法 有償第三者割当 有償第三者割当 有償第三者割当

平成18年２月14日
開催の臨時株主総
会において、旧商
法第280条ノ20及び
商法第280条ノ21の
規定に基づく新株
予約権の付与（ス
トック・オプショ
ン）に関する決議
を 行 っ て お り ま
す。 

平成18年５月25日
開催の定時株主総
会において、会社
法第236条、第238
条及び第239条の
規定に基づく新株
予約権の付与（ス
トック・オプショ
ン）に関する決議
を行っておりま
す。 

保有期間等に関
する確約 

（注）２ （注）２ （注）２ （注）３ （注）３ 

（注）１．第三者割当増資等による株式等の発行制限に関し、株式会社名古屋証券取引所の定める規則ならびにその

期間については以下のとおりであります。 

(1) 同取引所の定める「上場前の公募又は売出し等に関する規則」第25条並びに「上場前の公募又は売出し

等に関する規則の取扱い」第21条の規定において新規上場申請者が、上場申請日の直前事業年度の末日

の１年前の日以降において、株主割当その他同取引所が適当と認める方法以外の方法（以下「第三者割

当等」という。）による募集株式の割当を行っている場合には、当該新規上場申請者は、割当を受けた

者との間で、書面により募集株式の継続所有、譲渡時及び同取引所からの当該所有状況に係る照会時の

同取引所への報告並びに当該書面及び報告内容の公衆閲覧その他の同取引所が認める事項について確約

を行うものとし、当該書面を同取引所が定めるところにより提出するものとされております。 

(2) 新規上場申請者が、前項の規定に基づく書面の提出を行わないときは、同取引所は上場申請の不受理ま

たは受理の取消しの措置をするものとしております。 

(3) 当社の場合、上場申請日の直前事業年度の末日は平成19年２月28日であります。 

２．上記(1)の規定に基づき、当社は、割当を受けた者との間で、割当を受けた株式（以下「割当株式」）を

原則として、割当を受けた日から上場日以降６ヶ月間を経過する日（当該日において割当株式に係る払込

期日又は払込期間の最終日以後１年間を経過していない場合には、割当株式に係る払込期日又は払込期間

の最終日以後１年間を経過する日）まで所有する等の確約を行っております。 

３．当社は、割当を受けた者との間で、原則として新株予約権を発行する日から上場日の前日または新株予約

権の行使を行う日のいずれか早い日まで所有する等の確約を行っております。 

４．発行価格は、配当還元価額を主に時価純資産価額等を併用した方式により価格を参考に決定しております。 

５．発行価格は、時価純資産価額方式により算出した価格を参考に決定しております。 

６．新株予約権の行使時の払込金額、行使請求期間、行使の条件及び譲渡に関する事項については、以下に記

載のとおりであります。 
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項   目 第１回 新株予約権 第２回 新株予約権 

行使時の払込金額 500 円 600 円 

行使請求期間 
平成20年２月15日から 

平成28年２月14日まで 

平成20年５月26日から 

平成28年５月25日まで 

行使の条件及び譲渡に関する

事項 

①株予約権者は、本新株予約権の権利行

使時において、当社および当社グルー

プ会社の役員または従業員の地位にあ

ることを要す。本新株予約権者が次の

何れかに該当する場合は、引き続き本

新株予約権を退任・退職後２年間を期

限として行使することができる。 

・任期満了を理由に当社及び当社グ

ループ会社の役員を退任した場合 

・当社グループ会社への転籍により当

社を退任・退職した場合 

・本新株予約権者が定年を理由に当社

または当社グループ会社を退職した

場合 

・権利行使期間開始後に死亡し、当社

または当社グループ会社を退任・退

職した場合。ただし、この場合は、

相続人がこれを行使できる。 

②その他、権利行使の条件は、当社取締

役会で承認された「新株予約権割当契

約書」に定めるところによる。 

①株予約権者は、本新株予約権の権利行

使時において、当社および当社グルー

プ会社の役員または従業員の地位にあ

ることを要す。本新株予約権者が次の

何れかに該当する場合は、引き続き本

新株予約権を退任・退職後２年間を期

限として行使することができる。 

・任期満了を理由に当社及び当社グ

ループ会社の役員を退任した場合 

・当社グループ会社への転籍により当

社を退任・退職した場合 

・本新株予約権者が定年を理由に当社

または当社グループ会社を退職した

場合 

・権利行使期間開始後に死亡し、当社

または当社グループ会社を退任・退

職した場合。ただし、この場合は、

相続人がこれを行使できる。 

②その他、権利行使の条件は、当社取締

役会で承認された「新株予約権割当契

約書」に定めるところによる。 
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２【取得者の概況】 

株式 (1)  

取得者の氏名又は名称 取得者の住所 
取得者の職業及
び事業の内容等

割当株数
（株）

価格 
（単価）
（円） 

取得者と提出会社と
の関係 

石 川 英 樹 三重県桑名市 会社役員 11,000
6,600,000 

(600)

特別利害関係者等 
(当社の代表取締役社長)

(大株主上位10名） 

沢 田 喜代則 名古屋市千種区 会社役員 1,000
600,000 

(600)

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

(大株主上位10名） 

笹 野 和 雄 東京都江東区 会社役員 1,000
600,000 

(600)

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

(大株主上位10名） 

清 水 松 生 愛知県小牧市 会社役員 1,000
600,000 

(600)

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

(大株主上位10名） 

田 上  滋 愛知県大府市 会社役員 1,000
600,000 

(600)

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

(大株主上位10名） 

稲 生 克 典（注） 愛知県半田市 会社役員 1,000
600,000 

(600)

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 
(大株主上位10名) 

（注）稲生克典は、平成19年２月14日付で当社取締役を辞任いたしました。 

 

株式 (2)  

取得者の氏名又は名称 取得者の住所 
取得者の職業及
び事業の内容等

割当株数
（株）

価格 
（単価）
（円） 

取得者と提出会社と
の関係 

沢 田 喜代則 名古屋市千種区 会社役員 33,000
26,400,000 

(800)

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

(大株主上位10名） 
株式会社 ゲ オ 
代表取締役 
沢 田 喜代則 
資本金 8,556百万円 

愛知県春日井市如
意申町5丁目11-3 

DVD、CD、ゲー
ム、書籍等のレ
ンタル、リサイ
クル、販売他 

30,000
24,000,000 

(800)

特別利害関係者等 
(当社の親会社) 

(大株主上位10名） 

清 水 松 生 愛知県小牧市 会社役員 20,000
16,000,000 

(800)

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

(大株主上位10名） 

石 川 英 樹 三重県桑名市 会社役員 10,000
8,000,000 

(800)

特別利害関係者等 
(当社の代表取締役社長)

(大株主上位10名） 

田 端 勝 彦  名古屋市天白区 会社役員 2,000
1,600,000 

(800)

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

(大株主上位10名） 
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株式 (3)  

取得者の氏名又は名称 取得者の住所 

取得者の
職業及び
事業の内
容等 

割当株数
（株）

価格 
（単価） 
（円） 

取得者と提出 
会社との関係 

株式会社みずほ銀行 
取締役頭取 杉山 清次 

東京都千代田区内幸町1丁目
1-5 

銀行業 20,000
16,000,000 

(800)

特別利害関係者等
(当社の取引銀行)
(大株主上位10名)

株式会社三菱東京UFJ銀行 
頭取 畔柳 信雄 

東京都千代田区丸の内2丁目
7-1 

銀行業 15,000
12,000,000 

(800)

特別利害関係者等
(当社の取引銀行)
(大株主上位10名)

株式会社百五銀行 
取締役頭取 前田 肇 

三重県津市岩田21-27 銀行業 15,000
12,000,000 

(800)

特別利害関係者等
(当社の取引銀行)
(大株主上位10名)

株式会社ユニディオ 
コーポレーション 
代表取締役 河内 英聡 

東京都千代田区内幸町2丁目
2-2 

不動産業 15,000
12,000,000 

(800)

特別利害関係者等
(当社の取引先) 
(大株主上位10名)

株式会社アイディーユー 
代表取締役 池添 吉則 

大阪市北区梅田2丁目2-2 不動産業 15,000
12,000,000 

(800)

特別利害関係者等
(当社の取引先) 
(大株主上位10名)

サムシングホールディン
グス株式会社 
代表取締役 前 俊守 

東京都中央区新川1丁目17-24 建設業 10,000
8,000,000 

(800)

特別利害関係者等
(当社の取引先) 
(大株主上位10名)

株式会社十六銀行 
取締役頭取 小島 信夫 

岐阜県岐阜市神田町8丁目26 銀行業 8,000
6,400,000 

(800)
当社の取引銀行 

三菱UFJ信託銀行株式会社 
取締役社長 上原 治也 

東京都千代田区丸の内1丁目
4-5 

銀行業 7,000
5,600,000 

(800)
当社の取引銀行 

十六フロンティア第2号 
投資事業有限責任組合 
無限責任組合員 
十六キャピタル株式会社 
代表取締役 田口 節 

岐阜県岐阜市神田町7丁目12 金融業 7,000
5,600,000 

(800)
当社の取引銀行の

関係会社 

株木建設株式会社 
取締役社長 株木 雅浩 

茨城県水戸市吉沢町311-１ 建設業 5,000
4,000,000 

(800)
当社の取引先 

 



 

－  － 

 

(111) ／ 2008/02/15 19:47 (2008/02/15 19:46) ／ 000000_00_160_wk_08447846／第四株式公開情報／os2ゲオエステート／１の部.doc 

111

 第１回新株予約権 

取得者の氏名又は名称 取得者の住所 
取得者の職
業及び事業
の内容等 

割当株数
（株）

価格 
（単価） 
（円） 

取得者と提出会社と
の関係 

石 川 英 樹 三重県桑名市 会社役員 30,000
15,000,000 

(500)

特別利害関係者等 
(当社の代表取締役社長)

(大株主上位10名） 

沢 田 喜代則 名古屋市千種区 会社役員 9,000
4,500,000 

(500)

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

(大株主上位10名） 

笹 野 和 雄 東京都江東区 会社役員 5,000
2,500,000 

(500)

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

(大株主上位10名） 

田 上  滋 愛知県大府市 会社役員 4,000
2,000,000 

(500)

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

(大株主上位10名） 

田 端 勝 彦  名古屋市天白区 会社役員 4,000
2,000,000 

(500)
特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

山 村 直 希 静岡県磐田市 会社員 4,000
2,000,000 

(500)
当社従業員 

寺 田 幸 生 愛知県豊明市 会社員 4,000
2,000,000 

(500)
当社従業員 

荻  一 雅 名古屋市天白区 会社員 4,000
2,000,000 

(500)
当社従業員 

石 川  稔 名古屋市昭和区 会社員 4,000
2,000,000 

(500)
当社従業員 

森 田 良 一 愛知県春日井市 会社役員 2,000
1,000,000 

(500)
特別利害関係者等 
(当社の監査役) 

 

第２回新株予約権 

取得者の氏名又は名称 取得者の住所 
取得者の職
業及び事業
の内容等 

割当株数
（株） 

価格 
（単価） 
（円） 

取得者と提出会社と
の関係 

石 川 英 樹 三重県桑名市 会社役員 30,000
18,000,000 

(600) 

特別利害関係者等 
(当社の代表取締役社長)

(大株主上位10名） 

清 水 松 生 愛知県小牧市 会社役員 13,000
7,800,000 

(600) 

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

(大株主上位10名） 

笹 野 和 雄 東京都江東区 会社役員 10,000
6,000,000 

(600) 

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

(大株主上位10名） 

田 上  滋 愛知県大府市 会社役員 10,000
6,000,000 

(600) 

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

(大株主上位10名） 

稲 生 克 典（注） 愛知県半田市 会社役員 10,000
6,000,000 

(600) 

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

(大株主上位10名） 

田 端 勝 彦  名古屋市天白区 会社役員 8,000
4,800,000 

(600) 
特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

山 村 直 希 静岡県磐田市 会社員 8,000
4,800,000 

(600) 
当社従業員 

沢 田 喜代則 名古屋市千種区 会社役員 5,500
3,300,000 

(600) 

特別利害関係者等 
(当社の取締役) 

(大株主上位10名） 

寺 田 幸 生 愛知県豊明市 会社員 3,000
1,800,000 

(600) 
当社従業員 

荻  一 雅 名古屋市天白区 会社員 3,000
1,800,000 

(600) 
当社従業員 

石 川  稔 名古屋市昭和区 会社員 3,000
1,800,000 

(600) 
当社従業員 

峯   佳 子 愛知県日進市 会社員 2,000
1,200,000 

(600) 
当社従業員 

唐 澤 陽 子 愛知県西春日井郡 会社員 500
300,000 

(600) 
当社従業員 

（注）稲生克典は、平成19年２月14日付で当社取締役を辞任いたしました。 
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３【取得者の株式等の移動状況】 

 

該当事項はありません。 
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第３【株主の状況】 
 

氏名又は名称 住 所 
所有株式数 
（株） 

株式総数に対す
る所有株式数の
割合（％） 

株式会社 ゲ オ（注）3.5 愛知県春日井市如意申町5丁目11-3 1,020,000 73.17 

石 川 英 樹  （注）4.5 三重県桑名市 
81,000 

（60,000） 
5.81 

(4.30)

沢 田 喜代則  （注）5.6.8 名古屋市千種区 
48,500 

（14,500） 
3.48 

(1.04)

清 水 松 生  （注）5.6.8 愛知県小牧市 
34,000 

（13,000） 
2.44 

(0.93)

株式会社みずほ銀行（注）5 東京都千代田区内幸町1丁目1-5 20,000 1.43 

笹 野 和 雄  （注）6.8 東京都江東区 
16,000 

（15,000） 
1.15 

(1.08)

田 上  滋   （注）6 愛知県大府市 
15,000 

（14,000） 
1.08 

(1.00)

株式会社三菱東京UFJ銀行（注）5 東京都千代田区丸の内2丁目7-1 15,000 1.08 

株式会社百五銀行（注）5 三重県津市岩田21-27 15,000 1.08 

株式会社ユニディオコーポレーショ
ン（注）5 

東京都千代田区内幸町2丁目2-2 15,000 1.08 

株式会社アイディーユー（注）5 大阪市北区梅田2丁目2-2 15,000 1.08 

田 端 勝 彦  （注）6 名古屋市天白区 
14,000 

（12,000） 
1.00 

(0.86)

山 村 直 希  （注）9 静岡県磐田市 
12,000 

（12,000） 
0.86 

(0.86)

稲 生 克 典  （注）8 愛知県半田市 
11,000 

（10,000） 
0.79 

(0.72)
サムシングホールディングス株式会
社（注）5 

東京都中央区新川1丁目17-24 10,000 0.72 

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町8丁目26 8,000 0.57 

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目4-5 7,000 0.50 

十六フロンティア第2号 
投資事業有限責任組合 
無限責任組合員 
十六キャピタル株式会社 

岐阜県岐阜市神田町7丁目12 7,000 0.50 

寺 田 幸 生  （注）9 愛知県豊明市 
7,000 

（7,000） 
0.50 

(0.50)

荻  一 雅   （注）9 名古屋市天白区 
7,000 

（7,000） 
0.50 

(0.50)

石 川  稔   （注）9 名古屋市昭和区 
7,000 

（7,000） 
0.50 

(0.50)

株木建設株式会社 茨城県水戸市吉沢町311-１ 5,000 0.36 

森 田 良 一  （注）7.8 愛知県春日井市 
2,000 

（2,000） 
0.14 

(0.14)

峯   佳 子  （注）9 愛知県日進市 
2,000 

（2,000） 
0.14 

(0.14)

唐 澤 陽 子  （注）9 愛知県西春日井郡 
500 

（500） 
0.04 

(0.04)

計 － 
1,394,000 
（176,000） 

100.00 
(12.62)

 （注）１．株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

２．（ ）内は、新株予約権による潜在株式数及びその割合であり、内数であります。 

３．特別利害関係者等（当社の親会社） 

４．特別利害関係者等（当社の代表取締役社長） 

５．特別利害関係者等（大株主上位10名） 

６．特別利害関係者等（当社の取締役） 
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７．特別利害関係者等（当社の監査役） 

８．特別利害関係者等（親会社の取締役） 

９．当社の従業員 
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